
 

                       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県内中小企業の景況感   
県内中小企業の景況感は、持ち直しの動きがみられる。 

先行きについては改善の動きがみられる。 

 

 

    特別調査  新型コロナウイルス感染症の影響について 
          雇用者数の過不足感について 

          賃上げの実施状況について 

          ＤＸへの取組状況について 

          事業の拡大に向けた資金調達の方法について 
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埼玉県四半期経営動向調査 
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埼 玉 県 産 業 労 働 部 

埼玉県のマスコット  

さいたまっち コバトン 

 

埼玉県では、四半期ごとに県内中小企業を対象にアンケートとヒアリングによる 

経営動向調査を行っています。今回は令和５年４～６月期についての結果報告です。 

アンケート調査は、県内中小企業 2,200 社に送付し、1,390 社からご回答いただきました。 

                （回答率 63.2％） 

 



  



 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

はじめに 

埼玉県では、県内主要業界・業種の景況について、その現状と見通しに関する調査を四半期ごとに 

実施し、産業労働施策を推進するための基礎資料として活用しております。 

また、調査結果は、市町村や商工会議所、商工会をはじめとする関係諸機関にも広く提供するとともに、

県ホームページでも公表しており、各々の機関で幅広く活用いただいております。 
 

調査結果の公表 

アンケート及びヒアリング調査の結果全体を取りまとめ、原則として、調査月の翌月中旬に公表します。

アンケート調査の集計表は埼玉県ホームページに掲載しております。 

埼玉県ホームページ ： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html 
 

調査方法の概要 
  

１ 調査の方法 （１）書面によるアンケート調査 （２）業界団体及び個別企業へのヒアリング 

 

 ２ 調査対象期間  令和５年４～６月（調査日：令和５年６月１日時点） 
 
 

３ 調査対象業種及び回答数 

 対象業種 対象企業数 回答数 回答率 

 

アンケート調査 

 

 

 

製 造 業       

非 製 造 業       

計 

        企業 

     ９６０ 

 １,２４０ 

 ２,２００ 

      企業 

 ６０６ 

 ７８４ 

１,３９０ 

       % 

  ６３.１ 

  ６３.２ 

  ６３.２ 

 

ヒアリング調査 

 

 

 

 

 

製 造 業       

小 売 業       

サ ー ビ ス 業       

情報サービス業 

建 設 業       

計 

     団体・企業 

      ２４ 

        ９ 

        １ 

        ３ 

        ３ 

      ４０ 

   

 

 

     ※ アンケート調査先は、『株式会社東京商工リサーチ埼玉支店』の企業情報から 
      県内中小企業を業種別に抽出しました。 
 
   ※製造業（１２業種） 

   食料品製造、繊維工業、家具・装備品、パルプ・紙・紙加工品、印刷業、化学工業、プラス 
   チック製品、鉄鋼業・非鉄金属、金属製品、電気機械器具、輸送用機械器具、一般機械器具 

   ※非製造業（７業種） 

    建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業 
 

業種別の回答数及び回答内容については、ホームページに掲載している集計表を御覧ください。 
 

４ 書面アンケートの集計方法 

アンケート調査については、業種別に景気の動向を観測できる項目を抽出し、前期との対比による

増減又は好転・悪化の割合（％）の差をＤＩ値として集計しています。 
 
 
 
 
 
 

 

   (注１)本文中の割合(％)については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、 
景況感、売上げ、資金繰り及び採算の各ＤＩ値は、±０.１の範囲で差異が生じることがある。 

 (注２)設問によっては未回答もあり、必ずしも回答数の総数(１,３９０件)とは一致しない。 

ＤＩ（景気動向指数：Diffusion Index）とは 

 増加（好転）と回答した企業割合から減少（悪化）と回答した企業割合を差し引いた

指数で、企業の景況判断等の強弱感の判断に使用する指数のことです。 

〈例〉「増加」５０％ 「変わらず」２０％ 「減少」３０％ 

   ＤＩ＝５０％－３０％＝２０ 
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Ⅰ 調査結果概要           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１）数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1ポイントの範囲で 

   差異が生じることがある。 

    注２）「前期」：令和５年１～３月期、「当期」：令和５年４～６月期、「来期(先行き)」：令和５年７～９月期 

 

１ 経営者の景況感と来期の見通しについて 

 自社業界の景況感ＤＩは▲３９.０となり、２期ぶりに改善した。前期比で８.１ポイント増加し、

前年同期比では９.１ポイント増加した。 

 業種別にみると、製造業（▲４０.５）、非製造業（▲３７.９）ともに２期ぶりに改善した。 

     <景況感ＤＩの推移> 

 当 期 

(R5.4-6) 

前 期 

(R5.1-3) 

前年同期 

(R4.4-6) 

 

 

 

 
全  体 ▲３９.０ ▲４７.１ ▲４８.１ 

製 造 業 ▲４０.５ ▲４９.３ ▲４９.６ 

非製造業 ▲３７.９ ▲４５.４ ▲４７.１ 

 

 先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は１０.０％（前回調査(R5.1-3 月)比 

＋０.８）、「悪い方向に向かう」とみる企業は２１.４％（前回調査比▲３.５）だった。 

 先行きＤＩは▲１１.４（前回調査比＋４.２）と、２期連続改善した。 

    <来期の見通し>        

 良い方向に向かう 悪い方向に向かう 先行きＤＩ 

(R5.7-9) 

全  体 １０.０％ ２１.４％ ▲１１.４ 

製 造 業 １１.２％ ２２.２％ ▲１１.０ 

非製造業  ９.０％ ２０.８％ ▲１１.７ 

 

県内中小企業の景況感は、持ち直しの動きがみられる。 

先行きについては改善の動きがみられる。 
  
○経営者の景況感ＤＩは、▲３９.０と、前期比で８.１ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

業種別では、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

〇景況感の先行きＤＩは▲１１.４と、前回調査比で４.２ポイント増加し、２期連続改善した。 

○売上げＤＩ、資金繰りＤＩ及び採算ＤＩは２期ぶりに改善した。 

○設備投資の実施率は１９.８％で、５期ぶりに減少した。 

○来期については、売上げＤＩ、資金繰りＤＩ及び採算ＤＩは当期ＤＩより改善する見通しである。 

また、設備投資の実施率については当期実施率より減少する見通しとなっている。 

県内中小企業の経営状況 
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２ 売上げについて 

 売上げＤＩは▲１４.８（前期比＋１２.２）となり、２期ぶりに改善した。来期は改善する見通し。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

 来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩより改善する見通しである。 

 

     <売上げＤＩの推移> 

 当 期 

(R5.4-6) 

前 期 

(R5.1-3) 

前年同期

(R4.4-6) 

来期見通し 

(R5.7-9) 

全  体 ▲１４.８ ▲２７.０ ▲２０.３ ▲１１.３ 

製 造 業 ▲１４.４ ▲２９.３ ▲２０.８ ▲９.３ 

非製造業 ▲１５.１ ▲２５.３ ▲１９.９ ▲１２.８ 

 

 

３ 資金繰りについて  

 資金繰りＤＩは▲１８.１（前期比＋７.４）となり、２期ぶりに改善した。来期は改善する見通し。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

 来期については、製造業は当期の資金繰りＤＩより改善し、非製造業は悪化する見通しである。 

 

     <資金繰りＤＩの推移> 

 当 期 

(R5.4-6) 

前 期 

(R5.1-3) 

前年同期

(R4.4-6) 

来期見通し 

(R5.7-9) 

全  体 ▲１８.１ ▲２５.５ ▲２１.５ ▲１６.６ 

製 造 業 ▲２１.７ ▲２６.６ ▲２４.８ ▲１７.９ 

非製造業 ▲１５.３ ▲２４.６ ▲１９.１ ▲１５.５ 

 

 

４ 採算について 

 採算ＤＩは▲２６.７（前期比＋９.７）となり、２期ぶりに改善した。来期は改善する見通し。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善した。 

 来期については、製造業、非製造業ともに当期の採算ＤＩより改善する見通しである。 

 

     <採算ＤＩの推移> 

 当 期 

(R5.4-6) 

前 期 

(R5.1-3) 

前年同期

(R4.4-6) 

来期見通し 

(R5.7-9) 

全  体 ▲２６.７ ▲３６.４ ▲３５.７ ▲２１.１ 

製 造 業 ▲２８.４ ▲３７.６ ▲４０.２ ▲２１.１ 

非製造業 ▲２５.４ ▲３５.５ ▲３２.４ ▲２１.０ 
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５ 設備投資について 

 実施率は１９.８％となり、５期ぶりに減少した。来期は減少する見通し。 

 業種別にみると、製造業は２期ぶりに増加し、非製造業は２期ぶりに減少した。 

 来期については、製造業、非製造業ともに当期の実施率より減少する見通しである。 

 

     <設備投資の実施率> 

 当 期 

(R5.4-6) 

前 期 

(R5.1-3) 

前年同期

(R4.4-6) 

来期見通し 

(R5.7-9) 

全  体 １９.８％ ２０.８％ １９.５％ １８.１％ 

製 造 業 ２５.０％ ２４.５％ ２２.６％ ２３.５％ 

非製造業 １５.７％ １８.０％ １７.４％ １４.０％ 

 

６ ヒアリング調査の概況（詳しくはＰ１３以降を御覧ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みた経営動向                 

 【現在の景況感】 

  (一般機械器具)・半導体関連は市場全体が減産サイクルに入っており不況である。 

  (輸送用機械器具)・大手メーカーからの受注は増加基調だが想定していた程ではなく景況感は普通である。 

  (プラスチック製品)・今年に入ってから半導体関連の受注が減少傾向にあり不況である。 

  (食料品製造)・売上高は回復しているが、原材料費が高騰しており、景況感は普通である。 

  ( 印 刷 業 )・受注はコロナ前の水準に回復しており、景況感は普通である。 

  ( 百 貨 店 )・消費が回復しており、好況である。 

  ( 商 店 街 )・観光客の消費は改善したが地元客の消費マインドは変わらず、景況感は普通である。 

  ( 建 設 業 )・大口の民間建設工事や不動産売買の案件があり、好況である。 

 

 【売上げ・採算】 

  (電気機械器具)・中国向けのスマートフォン関連の受注が大きく落ち込んだことで、売上は減少した。 

  (金属製品)・受注量はやや減少したが、価格転嫁により単価が上がり売上高はあまり変わらない。 

  (食料品製造)・価格転嫁と利益率の高い商品への切り替えにより、採算性は良くなった。 

  ( 印 刷 業 )・売上は増えたが原材料価格も上がっており、採算性はほとんど変わらない。 

  (スーパー)・客数、客単価ともに増加して売上高は増えた。 

  (情報サービス業)・各種コストの上昇に対し価格転嫁が追い付かず、採算性は悪化した。 

 

 【今後の見通し】 

  (一般機械器具)・半導体関連の回復は来年以降とみられ、当面は悪い方向に向かう。 

  (輸送用機械器具)・自動車メーカーの生産回復から受注増加が予想され、良い方向に向かう。 

  (食料品製造)・売上は回復基調だが原材料費の高騰が続くと思われ、どちらともいえない。 

  (銑鉄鋳物)・見通しは不透明で、どちらともいえない。 

  ( 商 店 街 )・行動制限緩和の影響やイベントの再開により、良い方向に向かうとみている。 

  ( 旅 行 業 )・観光需要の回復により予約も増えており、良い方向に向かうとみている。 

  ( 建 設 業 )・現状とさほど変わらないとみており、どちらともいえない。 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

Ⅱ アンケート調査からみた経営動向       

 ※ 数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で 

   差異が生じることがある。 

１ 経営者の景況感と来期の見通しについて 

 

 

 

 

<業種別> 

○製 造 業 

 「好況である」とみる企業は６.０％、「不況である」とみる企業は４６.４％で、景況感ＤＩは 

▲４０.５となった。前期（▲４９.３）から８.９ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「金属製品」「一般機械器具」の３業

種が前期から悪化し、それ以外の９業種は前期から改善した。特に、「食料品製造」は前期比で 

３８.８ポイント増加し、前年同期比でも３１.２ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 「好況である」とみる企業は４.４％、「不況である」とみる企業は４２.３％で、景況感ＤＩは 

▲３７.９となった。前期（▲４５.４）から７.５ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は前期か

ら改善した。特に、「サービス業」は前期比で２３.５ポイント増加し、前年同期比でも１７.３ポ

イント増加した。 

 

 

 当期ＤＩ 
(R5.4-6) 

前期比 
(R5.1-3) 

前年同期比 
(R4.4-6) 

来期見通しＤＩ 
(R5.7-9の見通し) 

前期比[前回調査] 
(R5.4-6の見通し) 

全  体 ▲３９.０ ＋８.１ ＋９.１ ▲１１.４ ＋４.２ 
製 造 業 ▲４０.５ ＋８.９ ＋９.１ ▲１１.０ ＋６.２ 
非製造業 ▲３７.９ ＋７.５ ＋９.２ ▲１１.７ ＋２.７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在の景況感 

景況感ＤＩの推移 

自社業界の景気について、｢好況である｣とみる企業は５.１％、｢不況である｣とみる企業は 

４４.１％で、景況感ＤＩ（「好況である」－「不況である」企業の割合）は▲３９.０となった。 

前期（▲４７.１）から８.１ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製 造 業  先行きＤＩ▲１１.０（前回調査比＋６.２） 

 「良い方向に向かう」とみる企業は１１.２％、「悪い方向に向かう」とみる企業は２２.２％で、

「悪い方向に向かう」が前回調査より３.４ポイント減少した。 
 
○非製造業  先行きＤＩ▲１１.７（前回調査比＋２.７） 

 「良い方向に向かう」とみる企業は９.０％、「悪い方向に向かう」とみる企業は２０.８％で、

「悪い方向に向かう」が前回調査より３.５ポイント減少した。 

  

4.4%

6.0%

5.1%

53.4%

47.6%

50.8%

42.3%

46.4%

44.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

(n=776)

製造業

(n=603)

全体

(n=1,379)

好況である 普通である 不況である

＜景況感ＤＩ＞

▲ 39.0

▲ 40.5

▲ 37.9

先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は１０.０％（前回調査(R5.1-3 月)比 

＋０.８ポイント）、「悪い方向に向かう」とみる企業は２１.４％（前回調査比▲３.５ポイント）

だった。先行きＤＩは▲１１.４（前回調査比＋４.２ポイント）と、２期連続改善した。 

来期（令和５年７～９月期）の見通し 

従業員規模別景況感ＤＩ 

業種別景況感ＤＩ 

11.5%

9.0%

4.0%

2.9%

62.6%

56.1%

53.6%

45.0%

25.9%

35.0%

42.4%

52.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５１人以上

(n=139)

２１～５０人

(n=223)

６～２０人

(n=403)

１～５人
(n=589)

好況である 普通である 不況である

＜景況感ＤＩ＞

▲ 49.2

▲ 38.5

▲ 26.0

▲ 14.4

10.0%

9.2%

11.2%

8.4%

9.0%

9.8%

68.6%

65.9%

66.6%

65.9%

70.2%

65.9%

21.4%

24.9%

22.2%

25.7%

20.8%

24.3%

全 体 今回調査

（n=1364)

前回調査

（n=1391)

製 造 業 今回調査

（n=598)

前回調査

（n=596)

非製造業 今回調査

（n=766)

前回調査

（n=795)

良い方向に向かう どちらともいえない 悪い方向に向かう

<先行きDI>

▲ 11.0

▲ 17.3

▲ 11.4

▲ 15.7

▲ 14.5

▲ 11.7
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景況感ＤＩの推移

単位：ＤＩ
R4. R4. R4. R5. R5. R5.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 48.1 ▲ 50.2 ▲ 45.0 ▲ 47.1 ▲ 39.0 8.1 9.1 ▲ 11.4

▲ 49.6 ▲ 48.9 ▲ 44.7 ▲ 49.3 ▲ 40.5 8.9 9.1 ▲ 11.0

▲ 46.3 ▲ 52.9 ▲ 45.8 ▲ 53.8 ▲ 15.1 38.8 31.2 ▲ 1.9

▲ 64.9 ▲ 61.1 ▲ 72.2 ▲ 72.7 ▲ 69.4 3.3 ▲ 4.6 ▲ 22.2

▲ 65.5 ▲ 60.0 ▲ 53.3 ▲ 43.8 ▲ 63.3 ▲ 19.6 2.2 ▲ 13.3

▲ 63.2 ▲ 64.8 ▲ 43.6 ▲ 64.0 ▲ 51.1 12.9 12.1 ▲ 24.4

▲ 76.7 ▲ 70.0 ▲ 64.4 ▲ 74.4 ▲ 48.9 25.4 27.8 ▲ 34.0

▲ 50.0 ▲ 29.5 ▲ 38.6 ▲ 50.0 ▲ 25.6 24.4 24.4 2.3

▲ 44.9 ▲ 44.0 ▲ 44.7 ▲ 49.0 ▲ 49.0 0.0 ▲ 4.1 ▲ 22.0

▲ 29.6 ▲ 30.9 ▲ 45.6 ▲ 50.8 ▲ 43.6 7.2 ▲ 14.0 ▲ 5.5

▲ 50.7 ▲ 48.5 ▲ 33.3 ▲ 33.8 ▲ 35.9 ▲ 2.1 14.8 ▲ 14.3

▲ 43.1 ▲ 48.1 ▲ 32.8 ▲ 35.7 ▲ 31.1 4.6 12.0 ▲ 3.3

▲ 42.0 ▲ 42.0 ▲ 39.6 ▲ 37.7 ▲ 24.6 13.2 17.4 5.3

▲ 36.5 ▲ 42.4 ▲ 41.7 ▲ 45.9 ▲ 49.2 ▲ 3.3 ▲ 12.6 ▲ 8.6

   非  製  造  業 ▲ 47.1 ▲ 51.2 ▲ 45.1 ▲ 45.4 ▲ 37.9 7.5 9.2 ▲ 11.7

▲ 49.4 ▲ 46.7 ▲ 44.2 ▲ 39.4 ▲ 42.6 ▲ 3.2 6.9 ▲ 13.1

 総合工事業 ▲ 51.8 ▲ 46.6 ▲ 50.0 ▲ 45.1 ▲ 44.4 0.7 7.3 ▲ 30.2

 職別工事業 ▲ 49.2 ▲ 54.9 ▲ 46.0 ▲ 46.3 ▲ 46.7 ▲ 0.4 2.5 ▲ 6.8

 設備工事業 ▲ 47.4 ▲ 39.7 ▲ 36.8 ▲ 26.0 ▲ 36.7 ▲ 10.7 10.6 0.0

▲ 55.9 ▲ 58.1 ▲ 54.0 ▲ 52.0 ▲ 48.7 3.3 7.2 ▲ 19.1

（卸売業） ▲ 45.6 ▲ 47.7 ▲ 47.5 ▲ 43.1 ▲ 40.3 2.8 5.3 ▲ 8.2

 繊維・衣服等 ▲ 47.8 ▲ 57.1 ▲ 80.0 ▲ 52.4 ▲ 64.7 ▲ 12.3 ▲ 16.9 ▲ 12.5

  飲食料品 ▲ 53.6 ▲ 54.2 ▲ 50.0 ▲ 63.3 ▲ 26.9 36.4 26.6 4.0

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 36.7 ▲ 40.0 ▲ 21.4 ▲ 41.9 ▲ 29.0 12.9 7.6 ▲ 12.9

 機械器具 ▲ 29.6 ▲ 32.0 ▲ 44.0 ▲ 18.2 ▲ 29.2 ▲ 11.0 0.5 ▲ 4.2

その他 ▲ 60.7 ▲ 56.7 ▲ 57.1 ▲ 34.6 ▲ 61.5 ▲ 26.9 ▲ 0.8 ▲ 15.4

（小売業） ▲ 65.7 ▲ 67.3 ▲ 59.4 ▲ 60.1 ▲ 55.8 4.4 10.0 ▲ 28.3

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 78.8 ▲ 86.1 ▲ 69.4 ▲ 74.3 ▲ 63.2 11.1 15.6 ▲ 24.3

 飲食料品 ▲ 64.9 ▲ 84.6 ▲ 63.2 ▲ 52.6 ▲ 44.4 8.2 20.4 ▲ 22.9

 機械器具 ▲ 60.0 ▲ 37.5 ▲ 53.1 ▲ 55.0 ▲ 50.0 5.0 10.0 ▲ 9.4

 その他 ▲ 60.5 ▲ 57.5 ▲ 51.4 ▲ 60.0 ▲ 63.4 ▲ 3.4 ▲ 2.9 ▲ 51.2

▲ 52.9 ▲ 65.9 ▲ 55.3 ▲ 45.9 ▲ 31.7 14.2 21.2 ▲ 10.0

▲ 23.6 ▲ 40.4 ▲ 19.2 ▲ 21.6 ▲ 9.8 11.8 13.8 0.0

▲ 41.0 ▲ 54.2 ▲ 40.0 ▲ 48.3 ▲ 39.6 8.7 1.4 ▲ 5.6

▲ 26.1 ▲ 40.7 ▲ 35.6 ▲ 33.3 ▲ 32.7 0.6 ▲ 6.6 ▲ 7.4

▲ 44.1 ▲ 46.3 ▲ 41.9 ▲ 50.3 ▲ 26.8 23.5 17.3 ▲ 5.8

 専門サービス業 ▲ 30.0 ▲ 26.1 ▲ 31.9 ▲ 34.1 ▲ 23.4 10.7 6.6 ▲ 6.5

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 59.1 ▲ 66.7 ▲ 63.2 ▲ 75.6 ▲ 52.8 22.8 6.3 ▲ 19.4

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 48.8 ▲ 60.5 ▲ 46.2 ▲ 50.0 ▲ 16.2 33.8 32.6 ▲ 2.8

 その他の事業サービス業 ▲ 40.0 ▲ 33.3 ▲ 27.8 ▲ 40.5 ▲ 16.2 24.3 23.8 5.4

増　 減

 情報サービス業

 家具・装備品

 繊維工業

 一般機械器具

 プラスチック製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 卸売・小売業

 輸送用機械器具

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 飲　食　店

前年
同期比

業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

卸

売

小

売

 金属製品

 不動産業

 サービス業

 建　設　業

 運輸業

 電気機械器具　
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

２ 売上げについて 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製 造 業 

 売上げが「増加した」企業は２２.６％、「減少した」企業は３７.０％で、売上げＤＩは 

▲１４.４となった。前期（▲２９.３）から１４.９ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「鉄鋼業・非鉄金属」「一般機械器具」

の３業種が前期から悪化し、それ以外の９業種は前期から改善した。特に、「食料品製造」は前期

比で５５.４ポイント増加し、前年同期比でも２８.１ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 売上げが「増加した」企業は２０.４％、「減少した」企業は３５.６％で、売上げＤＩは 

▲１５.１となった。前期（▲２５.３）から１０.２ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は前期か

ら改善した。特に、「飲食店」は前期比で４０.０ポイント増加し、前年同期比でも２.９ポイント

増加した。 

 

  <売上げ実績> 

 増えた 変わらない 減った ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体 ２１.３％ ４２.５％ ３６.２％ ▲１４.８ ＋１２.２ ＋５.４ 

製 造 業 ２２.６％ ４０.５％ ３７.０％ ▲１４.４ ＋１４.９ ＋６.３ 

非製造業 ２０.４％ ４４.０％ ３５.６％ ▲１５.１ ＋１０.２ ＋４.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

製造業の来期の売上ＤＩは▲９.３（当期比＋５.１）と改善する見通しである。 

  非製造業の来期の売上ＤＩは▲１２.８（当期比＋２.３）と改善する見通しである。 

 

   （注）全業種の集計結果とＤＩの推移は付表（Ｐ６４）を御覧ください。 

  

前期と比べ、売上げが「増加した」企業は２１.３％、「減少した」企業は３６.２％で、 

売上げＤＩ（「増加した」－「減少した」企業の割合）は▲１４.８となった。 

前期（▲２７.０）から１２.２ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

当期（令和５年４～６月期）の状況 

先行きについて、売上げが「増加する」見通しの企業は１６.７％、 

「減少する」見通しの企業は２８.０％であった。 

当期の売上げＤＩ（▲１４.８）と比べて、来期ＤＩは▲１１.３（当期比＋３.５）と 

改善する見通しである。 

来期（令和５年７～９月期）の見通し 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

３ 資金繰りについて 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製 造 業 

 資金繰りが「良くなった」企業は８.８％、「悪くなった」企業は３０.５％で、資金繰りＤＩは 

▲２１.７となった。前期（▲２６.６）から５.０ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「印刷業」「鉄鋼業・非鉄金属」「電

気機械器具」の４業種が前期から悪化し、それ以外の８業種は前期から改善した。特に、「化学工

業」は前期比で２７.３ポイント増加し、前年同期比でも２１.１ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 資金繰りが「良くなった」企業は８.８％、「悪くなった」企業は２４.１％で、資金繰りＤＩは 

▲１５.３となった。前期（▲２４.６）から９.３ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は前期か

ら改善した。特に、「飲食店」は前期比で２５.７ポイント増加した。 

 

  <資金繰り実績> 

 良くなった 変わらない 悪くなった ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体 ８.８％ ６４.３％ ２６.９％ ▲１８.１ ＋７.４ ＋３.４ 

製 造 業 ８.８％ ６０.７％ ３０.５％ ▲２１.７ ＋５.０ ＋３.１ 

非製造業 ８.８％ ６７.２％ ２４.１％ ▲１５.３ ＋９.３ ＋３.８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

製造業の来期の資金繰りＤＩは▲１７.９（当期比＋３.８）と改善する見通しである。 

非製造業の来期の資金繰りＤＩは▲１５.５（当期比▲０.２）と悪化する見通しである。 

 

   （注）全業種の集計結果とＤＩの推移は付表（Ｐ６５）を御覧ください。 

 

前期と比べ、資金繰りが「良くなった」企業は８.８％、「悪くなった」企業は２６.９％で、 

資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」企業の割合）は▲１８.１となった。 

前期（▲２５.５）から７.４ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

当期（令和５年４～６月期）の状況 

先行きについて、資金繰りが「良くなる」見通しの企業は６.８％、 

「悪くなる」見通しの企業は２３.３％であった。 

当期の資金繰りＤＩ（▲１８.１）と比べて、来期ＤＩは▲１６.６（当期比＋１.５）と

改善する見通しである。 

来期（令和５年７～９月期）の見通し 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

４ 採算について 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

○製 造 業 

 採算が「良くなった」企業は１１.２％、「悪くなった」企業は３９.６％で、採算ＤＩは 

▲２８.４となった。前期（▲３７.６）から９.３ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「鉄鋼業・非鉄金属」「電気機械器具」

「一般機械器具」の４業種が前期から悪化し、それ以外の８業種は改善した。特に、「化学工業」

は前期比で３１.９ポイント増加し、前年同期比でも２４.２ポイント増加した。 

 

○非製造業 

 採算が「良くなった」企業は９.２％、「悪くなった」企業は３４.６％で、採算ＤＩは 

▲２５.４となった。前期（▲３５.５）から１０.１ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種全てが前期から改善した。特に、「飲食店」は前期比で２７.２

ポイント増加し、前年同期比でも８.４ポイント増加した。 

 

    <採算実績> 

 良くなった 変わらない 悪くなった ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体 １０.１％ ５３.１％ ３６.８％ ▲２６.７ ＋９.７ ＋９.０ 

製 造 業 １１.２％ ４９.２％ ３９.６％ ▲２８.４ ＋９.３ ＋１１.８ 

非製造業 ９.２％ ５６.１％ ３４.６％ ▲２５.４ ＋１０.１ ＋７.０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別> 

製造業の来期の採算ＤＩは▲２１.１（当期比＋７.２）と改善する見通しである。 

  非製造業の来期の採算ＤＩは▲２１.０（当期比＋４.４）と改善する見通しである。 

 

   （注）全業種の集計結果とＤＩの推移は付表（Ｐ６６）を御覧ください。  

前期と比べ、採算が「良くなった」企業は１０.１％、「悪くなった」企業は３６.８％で、 

採算ＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」企業の割合）は▲２６.７となった。 

前期（▲３６.４）から９.７ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

当期（令和５年４～６月期）の状況 

先行きについて、採算が「良くなる」見通しの企業は８.８％、 

「悪くなる」見通しの企業は２９.８％であった。 

当期の採算ＤＩ（▲２６.７）と比べて、来期ＤＩは▲２１.１（当期比＋５.６）と 

改善する見通しである。 

来期（令和５年７～９月期）の見通し 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

５ 設備投資について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<業種別>   （注）設備投資実施率と設備投資の内容・目的の詳細はＰ１１、Ｐ１２を御覧ください。 

○製 造 業 

 設備投資を実施した企業は２５.０％で、前期（２４.５％）から０.５ポイント増加し、２期ぶり

に増加した。また、前年同期（２２.６％）から２.５ポイント増加した。 

 業種別にみると、１２業種中、「パルプ・紙・紙加工品」「プラスチック製品」「一般機械器具」

の３業種が前期から減少し、それ以外の９業種は増加した。 

 設備投資の内容は、「生産・販売設備（建設機械を含む）」が６３.１％で最も高く、次いで、 

「情報化機器」が２１.５％、「建物(工場・店舗等を含む)」が１８.１％と続いている。 

 設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が６４.９％で最も高く、次いで、「生産・販売能力の

拡大」が３２.５％、「合理化・省力化」が２７.８％と続いている。 

 

○非製造業 

 設備投資を実施した企業は１５.７％で、前期（１８.０％）から２.３ポイント減少し、２期ぶり

に減少した。また、前年同期（１７.４％）から１.７ポイント減少した。 

 業種別にみると、７業種中、「飲食店」「サービス業」の２業種が前期から増加し、それ以外の

５業種は減少した。 

 設備投資の内容は、「車輌・運搬具」が３７.１％で最も高く、次いで、「情報化機器」が 

２９.８％、「生産・販売設備（建設機械を含む）」が２９.０％と続いている。 

 設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が６３.７％で最も高く、次いで、「生産・販売能力の

拡大」が２４.２％、「合理化・省力化」が１７.７％と続いている。 

 

  <設備投資実施率> 

 実施した 実施しなかった 前期比 前年同期比 

全  体 １９.８％ ８０.２％ ▲１.０ ＋０.２ 

製 造 業 ２５.０％ ７５.０％ ＋０.５ ＋２.５ 

非製造業 １５.７％ ８４.３％ ▲２.３ ▲１.７ 

 

 

  

当期に設備投資を実施した企業は１９.８％で、 

前期（２０.８％）から１.０ポイント減少し、５期ぶりに減少した。 

内容をみると、「生産・販売設備（建設機械を含む）」が４７.６％で最も高く、 

「情報化機器」が２５.３％、「車輌・運搬具」が２３.１％と続いている。 

目的では、「更新、維持・補修」が６４.４％で最も高く、「生産・販売能力の拡大」が

２８.７％、「合理化・省力化」が２３.３％と続いている。 

当期（令和５年４～６月期）の状況 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

業種別・設備投資実施率 

設備投資実施率の推移 

 

 

 

 

<業種別> 

設備投資を予定している企業は製造業で２３.５％、非製造業で１４.０％となっている。 

  当期に比べ、製造業、非製造業ともに減少する見通しである。 

 

    (注)業種別設備投資実施率の推移は付表(Ｐ６７)を御覧ください。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※数値は当期の実施率。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

来期に設備投資を実施する予定の企業は１８.１％で、 

当期（１９.８％）から１.６ポイント減少する見通しである。 

来期（令和５年７～９月期）の見通し 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※数値は当期の実施率。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※数値は当期の実施率。 

 

 

 

 

設備投資の内容【複数回答】 

設備投資の目的【複数回答】 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

   
 
 
１ 製造業  
 
（１）一般機械器具 
 

 【景況感】 

  ・半導体関連は市場全体が減産サイクルに入っており不況である。 

  ・製造業界全体として設備投資の動きが弱く、景況感はあまり良くない。 

  ・自動車業界でＥＶ化の動きが進めば新たな受注が期待できるが、現状具体的な話は無い。 

 

 【売上高】 

  ・半導体関連の需要が落ち込み、売上高は減少した。 

  ・大手自動車メーカーなどは部品の供給不足が解消して生産が持ち直している反面、足元では 

   これまでの受注在庫を捌いている段階の為、新商品の展開や設備投資にかかる受注が少ないのでは 

   ないか。 

 

 【受注単価】 

  ・原材料費や人件費の上昇分の価格転嫁は現状十分ではないが徐々に進んでいる。 

  ・原材料費の上昇に対しての価格転嫁の進捗率は７０％程度。一方で、電気料金等動力費の上昇分は 

   価格転嫁できていない。 

  ・大手の得意先に対しても以前に比べ価格交渉はしやすくなっており受注単価は上昇しているが、 

   原材料費等の上昇に対しての価格転嫁は未だ十分ではない。 

 

 【原材料価格】 

  ・鋼材(合金鋼、特殊鋼等)は総じて高止まりの状況にある。昨年比で１０％増、３年前比で３０％増。 

  ・足元で価格上昇率は鈍化している印象はあるが、当面高止まりするのではないか。 

 

 【その他諸経費】 

  ・電気料金は前年の同時期と比べると約１.５倍に上昇している。 

 

 【採算性】 

  ・受注単価は上昇するも原材料費や動力費、人件費の上昇に対して価格転嫁は十分ではなく、 

   採算性は悪くなっている。 

  ・半導体関連の受注量が落ちているため全体の採算としても悪化している。 

 

 【設備投資】 

  ・工場敷地内に新たな建屋を建設し、自動旋盤機を導入。 

  ・旋盤機の老朽化に伴う更新、新たな自動旋盤機の導入に投資した。 

  ・工場の屋根に太陽光パネルを設置予定。 

 

 【今後の見通し】 

 ・半導体関連の回復は来年以降とみられ、当面は悪い方向に向かう。 

 ・原材料費等が高止まりしており、受注が回復しないと採算も当面回復しない。 

 
（２）輸送用機械器具 
 

 【景況感】 

 ・４～５月はやや低調だが、半導体不足が解消されつつあり６月以降は増産を予定。 

 ・全体の受注量は昨年と比べあまり変わらず景況感としては普通。新規の注文は少ない印象。 

Ⅲ ヒアリング調査からみた企業の声 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年 4～6 月期） 

・大手メーカーからの受注は増加基調だが想定していた程ではなく景況感は普通である。 

 

【売上高】 

・価格転嫁により売上高は５％程増加。受注高としてはあまり変わらず。 

・自動車メーカーの生産回復から売上高は前年同期比１０％増。 

・４～５月はやや低調だが６月以降は増産予定のため売上高としては前年同期と変わらず。 

 

【受注単価】 

・原材料費の価格転嫁はできたが、電気料金は価格転嫁に応じてもらえていない。 

・原材料費の価格転嫁について応諾は得られたが実際に価格に反映できるのは来年以降。 

・大手自動車部品メーカーとの間では電気料金分の価格転嫁について、所定のフォーマットを用いた 

共通ルールを設定することになった。 

 

【原材料価格】 

 ・ステンレスなど主要な部材は大手得意先からの支給のため影響はなし。梱包材などは高騰している。 

 ・プラスチック材、真鍮、アルミの高騰は続いている。 

 ・鋼材の価格上昇は落ち着いてきている。ニッケルは価格が下がってきている。 

 

【その他の諸費用】 

 ・電気料金は前年同期の約１.５倍、溶接に使用する炭酸ガスは約２倍になった。 

 ・工場の屋根に太陽光パネルを設置し発電・自家消費を始めたため、今後は従来の電気料金から 

  ２０％程度は低減できる見込み。 

 

【採算性】 

・原材料費や電気料金の価格転嫁は進んでいるが、人件費等その他の諸経費など価格転嫁しきれない 

ものがあり、採算は悪化している。 

・価格転嫁を十分にできないなか、受注量が増えない限り採算は良くならない。 

 

【設備投資】 

 ・老朽設備の更新に目途がついたため、工場の屋根に太陽光パネルを設置した。 

 ・今後受注量が増えたら設備投資を検討したい。 

 ・省人化のため溶接加工に用いるロボットの導入を検討している。 

 

【今後の見通し】 

 ・自動車メーカーの生産回復から受注増加が予想され、良い方向に向かう 

 ・メーカーの計画内示は増産見込みだが、下方修正の可能性も高く、どちらともいえない。また、中長 

  期的な計画の情報はなく、見通しは不透明。 

 

（３）電気機械器具 

 

【景況感】  

 ・足元は半導体の需要サイクルの底の時期にあり、不況である。 

・コロナ関連の医療製品が５類への移行で需要減となる一方で経済活動正常化の恩恵は特に無く、 

 景況感としては不況である。 

 

【売上高】 

 ・中国向けのスマートフォン関連の受注が大きく落ち込んだことで、売上は減少した。 

・抗原検査キットの需要が減り売上高は前年同月比８.５％減となった。 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

 

  【受注単価】 

   ・電気料金上昇分の価格転嫁について得意先の理解が得られ受注単価は上昇した。 

 

 【原材料価格】 

 ・製品の洗浄に使用するアルコール類が昨年に比べ１０％程度上がった。 

 ・全体的に上昇傾向が続いている。 

 

 【その他の諸経費】 

 ・電気料金が前年比約２倍に上昇している。 

 ・水道光熱費が前年同期比で１５％増。クリーンルームを２４時間稼働させているため負担が大き

い。 

 

 【採算性】 

 ・売上高が減少するなかで原材料費、諸経費が上がっており採算性は悪くなっている。 

 

 【設備投資】 

 ・今後の中国向け製品の受注回復に備え洗浄装置を導入。 

 ・品質保証に対応するため検査装置を導入。 

 ・老朽化した設備の更新を行った。 

 

【今後の見通し】 

・国内、海外ともにコロナの収束で回復予想はあるが不透明さが強くどちらとも言えない。 

 

（４）金属製品 
 

 【景況感】 

  ・半導体関連の受注が大きく減少、自動車関連も動きが弱く景況感は不況である。 

  ・産業用機械関連やインフラ関連の受注はあまり変わらず、景況感は普通である。 

 

 【売上高】 

  ・受注量はやや減少したが、価格転嫁により単価が上がり売上高はあまり変わらない。 

  ・半導体関連の売上高は前年比４０％減少した。 

  ・受注減を受けて新規取引先の開拓に注力し、まだロットは小さいが昨年より複数社と取引開始に 

   至った。 

 

 【受注単価】 

  ・価格転嫁により単価は前年同期比で１０％上がった。 

  ・原材料費の上昇に対する製品価格への転嫁率は７０％程度。特に自動車関連や建築関連は得意先 

   との価格転嫁の交渉が難しい。 

  ・原材料費以外の諸経費（電気料金等）の上昇分は今後交渉していく。 

 

 【原材料価格】 

  ・ステンレス材などは上昇基調にあるが、ピークアウトする兆しがある。 

  ・前年同期に比べ全体的に原材料価格は上がっているが、銅は２倍、真鍮は１.５倍に上昇しており 

   負担が大きい。 

 

 【その他の諸費用】 

  ・受注減により外注費が減少した。 

  ・電気料金は前年同期の１.５倍、ガス代は１５％程度上昇している。 
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（令和５年 4～6 月期） 

 

【採算性】 

 ・コスト高に対し価格転嫁は未だ十分でなく採算性は悪くなった。 

 ・全体の売上高が減っており、採算性は悪くなった。 

 ・受注減や各種コストの上昇に対し、価格転嫁と受注減に伴う支出減や社内での合理化で、全体として 

  の採算性はあまり変わらない。 

 

【設備投資】 

 ・今後の受注回復に向け、新たな工場建屋の建設と増産・生産性向上に資する設備を導入。 

 ・老朽化した設備の更新や建物の補修を行った。 

 ・見積もりのシステム化に向け、新たなソフトの導入を予定。 

 

【今後の見通し】 

 ・今後業況は回復する見込みではあるが、半年程度の時間を要すると思われる。 

 ・半導体サイクルの関係で足元は底の位置にあり、今後回復に向かう見込み。 

 ・自動車関連中心に先行きに不透明感が強い。 

 
（５）プラスチック製品 
 

【景況感】 

 ・大手中心に引き合いは強いが、原材料費などコスト上昇が続くなかでも価格競争は続いており 

  業界全体として淘汰が進むと思われ、景況感としてはどちらとも言えない。 

 ・樹脂関係の動きが弱く、不況である。 

 ・今年に入ってから半導体関連の受注が減少傾向にあり不況である。 

 

【売上高】 

 ・大手からの住宅資材関係の受注増加と価格転嫁により売上高は増えた。 

 ・価格転嫁はできているが、航空機関連の受注回復が遅れており全体の売上高は変わらない。 

 ・価格転嫁により売上高は増えているが、今後受注量が減るかもしれない。 

 

【受注単価】 

 ・原材料、電気代ともに十分に価格転嫁ができている。 

 ・原材料費の価格転嫁により前年同期比で１０％ほど単価は上昇。電気料金分の価格転嫁は得意先と 

  今後交渉予定。 

 

【原材料価格】 

 ・樹脂の原料は昨年から高騰しており、現在は高止まりの状況。 

 ・フッ素系材料は今後値上がりが予定されている。 

 

【人件費】 

 ・定期昇給にて平均３％の賃上げを実施した。  

 ・パート社員の賃上げを実施した。 

 ・２％程度のベースアップと５名の新卒採用により人件費が上がった。 

 

【採算性】 

 ・売上は増えたがコスト上昇分を全て価格転嫁できているわけではなく採算は悪化した。 

 ・価格転嫁が進んでおり採算は良くなった。 

 ・採算はほとんど変わっていない。 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

   【設備投資】 

    ・土地を取得済みで、倉庫の建設を予定している。 

    ・マシニングセンタを導入した。 

    ・生産管理システムの導入を検討している。 

 

  【今後の見通し】 

   ・自動車業界、航空機業界の生産が回復すれば受注増加となる見込み。 

   ・各種コストの上昇基調は当面続と思われるので、売上の増加で補っていきたい。 

 

（６）食料品製造 
 

  【景況感】 

   ・売上高は回復しているが、原材料費が高騰しており、景況感は普通である。 

 

  【売上高】 

   ・コロナの制限緩和により消費が上向き、売上はコロナ禍前の水準に回復した。 

   ・価格転嫁に加え、大手外食チェーンからの新規受注獲得により売上は増加した。 

 

  【受注単価】 

   ・卵をはじめ原材料が高騰しており価格転嫁を進めているが、ＯＥＭ製造においては既存商品は 

    価格転嫁が難しい。そのため新商品の開発とその販売時の利益率確保に注力している。 

   ・価格転嫁により受注単価は増加した。 

 

  【原材料価格】 

   ・卵は仕入先の見直しにより調達については逼迫していないが、価格は依然として高く前年同月比 

    で５０％増、バターは３０％増。 

   ・小麦や卵白、アルコール等幅広く価格が高騰している。 

 

  【人件費】 

   ・コロナ禍で出来なかった賃上げを実施した（定期昇給２.５％、ベースアップ２.５％） 

   ・３％の定期昇給とパート社員の給与水準を最低賃金＋６０円に改訂した。 

 

  【採算性】 

   ・価格転嫁と利益率の高い商品への切り替えにより、採算性は良くなった。 

   ・売上の回復と原価管理の厳格化により採算は改善した。 

 

  【設備投資】 

   ・老朽設備の更新と製造ラインの見直しとメンテナンスを実施した。 

   ・工場敷地内に倉庫を建設予定。 

   ・新たな冷凍設備の導入を検討している。 

 

  【今後の見通し】 

   ・売上は回復基調だが原材料費の高騰が続くと思われ、どちらともいえない。 

 

（７）銑鉄鋳物 
 

  【景況感】 

 ・工作機械や建設機械関係の受注が好調であり好況である。 

 ・自動車関連はじめ受注が弱含んでおり、不況である。 
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 【売上高】 

  ・原材料費と電気料金の価格転嫁により売上高は増えた。 

  ・一部公共事業鋳物の受注は増加したが、全体的には減収基調にある。 

 

 【受注単価】 

  ・原材料価格高騰分を価格転嫁し、単価は上がった。 

  ・価格転嫁を進めているが、転嫁率は未だ十分ではない。 

 

 【原材料価格】 

  ・高止まりしている。 

  ・銑鉄は価格上昇が落ち着いてきており、今後下がっていく兆しがある。 

 

 【人件費】 

  ・賃上げにより人件費は上昇した。 

  ・賃上げを実施したが、受注減による稼働低下や人員減少で全体としては変わらない。 

  ・得意先に人件費分の価格転嫁を認めてもらえれば賃上げを実施する予定。 

 

 【設備投資】 

  ・設備の補修を行った。 

  ・受注減少を受けて控えており、今後回復したら設備投資を行いたい。 

 

 【今後の見通し】 

  ・自動車業界等の生産回復の影響から、良い方向に向かうとみている。 

  ・売上は増加するが、原材料や電気料金の高騰で利益率は悪化すると思われる。 

  ・見通しは不透明で、どちらともいえない。 

 

（８）印刷業 
 

【景況感】 

・コロナが収束してきている中で引き合いは徐々に増えているが実際の仕事に繋がるのはまだ先と 

 見ており好況という感覚はない。まだコロナ禍前の通常時より受注量は少ない。 

・景況感としては特に変わらず、普通である。 

・受注はコロナ前の水準に回復しており、景況感は普通である。 

 

【売上高】 

・主に価格転嫁により前年同期比１０％程度増加した。 

・前年同期は大口案件がありその比較では売上は減っているが、前々年と比べると２０％程度増えて

いる。 

・売上はほとんど変わらない。 

 

【受注単価】 

・原材料費上昇分の価格転嫁により受注単価は上昇した。 

・今後価格転嫁交渉を行って受注単価を上げていく方針。 

・昨年から値上げ交渉をはじめ大半の得意先で応じてもらえたが、拒否感はかなり強かった。今後の

交渉は難しいかもしれない。 

 

【原材料価格】 

・紙やインク代の値上がりが続いているが、今後落ち着くと見ている。 

 ・仕入れ先からの値上げ要求が続いており、今後も同じ状況が続きそう。 
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 【採算性】 

 ・売上は増えたが原材料価格も上がっており、採算性はほとんど変わらない。 

 ・原材料費の高騰に価格転嫁が追い付いていない。同業他社の価格転嫁交渉の動きはあまり無いよ 

  うで、値上げの動きがとりづらい。 

 

 【設備投資】 

 ・ものづくり補助金を活用し、新しい印刷機械を導入した。 

 ・スクリーン印刷のラインの入れ替えと空調設備の刷新を実施した。 

 

 【今後の見通し】 

  ・今後大口受注を控えており、それを含めるとコロナ禍前の水準への回復が見込める。 

  ・今後も当面景況感は変わらないとみている。 

 ・価格転嫁交渉は難しい状況が続くが、採算が赤字の得意先とは今後取引をやめる方針。 

 

 

２ 小売業   
 
（１）百貨店 
 

 【景況感】 

 ・消費が回復しており、好況である。 

 ・コロナの５類移行で県外に出かける人が多くなったのか、集客が伸びず不況と感じる。 

 ・ゴールデンウィークの入店客数は前年割れとなった。 

 

 【売上高】 

 ・衣料品、ブティック、化粧品、レストラン等が好調で売上は増えている。 

 ・客単価は上昇しているが客数が思ったほど伸びず、前年同期とあまり変わらない。 

 ・外商による特定顧客への売り上げは伸びたが、衣料品や食品等他の分野は不調だった。 

 

 【諸経費】 

 ・退職等による人件費の自然減で全体として減っている。一方で人繰りに苦労している。 

 ・人件費と広告費は減少した一方、電気料金と店舗の改装費が嵩み、諸経費は増加した。 

 

 【採算性】 

 ・売上増加に伴い、採算性は良くなった。 

 ・売上減少により、採算性は悪くなった。 

 

 【今後の見通し】 

 ・消費回復が続くと見ており、良い方向に向かう。 

 ・コロナ禍が収束しても地方百貨店を取り巻く環境は厳しく、どちらともいえない。 

 

（２）スーパー 
 

 【景況感】 

 ・値上げが続くなかでも消費は落ちておらず、景況感は良い。 

 ・自社事業は比較的堅調だが、業界としてはコロナの巣ごもり需要の反動減やエネルギーコストの 

  上昇から二極化が進んでおり、どちらとも言えない。 

 ・大型店の出店により地元スーパーは厳しい状況と見ており、不況である。 

 

  



- 20 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年 4～6 月期） 

【売上高】 

 ・客数、客単価ともに増加して売上高が増えた。 

・値上げの影響から客単価は増え売上が増えた（客数は変わらず）。 

・コロナの行動制限緩和から巣ごもり消費が減り、売上は減少した。 

 

【諸経費】 

・賃上げ（ベア）による人件費、電気料金の上昇で諸経費は増加した。 

・チラシの削減やＳＮＳの活用などから広告宣伝費を削減している。 

 

【採算性】 

・売上増加と経費削減(電気使用量や広告宣伝費等)から全体の採算性は良くなった。 

・仕入コストや賃金の上昇、電気料金高騰の影響で採算性は悪くなった。 

 

【今後の見通し】 

 ・個人消費の回復から大型店中心に良い方向に向かうとみている。 

・値上げによる消費者の買い控えが懸念され、悪い方向に向かうとみている。 

・マーケットを見極めつつ新規出店や既存店の改装（業態転換）を進め、売上増加を見込んでいる。 

 

（３）商店街 
 

【景況感】 

・観光客の消費は改善したが地元客の消費マインドはあまり変わらず、景況感は普通。 

・景気の良い商店とそうでない商店とで二極化していると感じる。 

・人通りが増えておらず、不況と感じる。 

 

【来街者】 

・観光客の増加により来街者は増えている。 

・来街者は増えているが、消費に繋がっているかはわからない。 

・来街者数はほとんど変わらない。 

 

【個店の状況】 

・観光客相手の商売の店は好調の様子。 

 ・飲食店の宴会利用が増えてきている。 

 ・値上げの影響もあり、地元客向けの小売店は厳しい様子。 

 

【商店街としての取組】 

・コロナの５類移行を受け、夏に４年ぶりにイベントを開催する。 

・補助金も利用し、企画業者に依頼してイベント開催を検討中。 

 

【今後の見通し】 

・行動制限緩和の影響やイベント再開により、良い方向に向かうとみている。 

・先行きが不透明感で、どちらとも言えない。 

 

 

３ 情報サービス業   
 

【景況感】 

・法人のみならず、自治体においてもＤＸ化のニーズが高まっている。 

・ＤＸ化の取り組みが広がる一方で、コロナ禍の影響や物価高等のコスト上昇で投資を控えている 

 傾向もあり、景況感としては普通。 
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  【売上高】 

  ・売上は前年同期比で大幅に増加した。 

  ・不採算部門からの撤退と合わせ他の部門への配置転換を行ったことで売上は増加した。 

  ・前年度に大型案件がありその反動減の一方で新規の受注は増えており、売上は変わらない。 

 

  【製品価格】 

  ・価格転嫁により製品価格は上がった。 

  ・人件費や電気料金の上昇分を価格に転嫁し、製品価格は上がった。 

  ・顧客毎にカスタマイズする案件が多く一様に価格転嫁できているわけではないが、全体として 

   製品価格は上がった。 

 

    【採算性】 

   ・主に不採算部門の撤退から採算性は改善した。 

   ・大型案件受注による売上増から採算性は良くなった。 

   ・各種コストの上昇に対し価格転嫁が追い付かず、採算性は悪化した。 

 

    【今後の見通し】 

   ・今後もＤＸ化のニーズは続くとみられ、良い方向に向かう。 

   ・半導体の供給不足は解消されつつあるが、物価高等によるコスト上昇から設備投資を控える動き 

     もあり、ほとんど変わらないとみている。 

 

 

 ４ サービス業 （旅行業） 
 

     【業界の動向】 

    ・コロナの制限緩和で需要が回復する一方で、個人経営の同業者の廃業の話があった。 

 

   【景況感】 

    ・観光に加え、貸切バス（企業による従業員の送迎、部活動や実業団の試合等）が回復していてお 

         り、好況と感じる。 

     ・近隣ホテルの稼働も良くなっていて、むしろ人手が不足しているとの話も聞く。 

 

     【受注高】 

     ・観光やバス送迎の回復から売上高は前年同期比で５０％増。 

 

     【受注価格】 

     ・リピート利用を増やし、受注高を増やす方針でいるため現状は単価をほとんど変えていない。 

 

     【人件費】 

     ・社員の定年退職があり、人件費は減少した。 

 

     【採算性】 

     ・受注増加により、採算性は改善した。 

 

     【今後の見通し】 

   ・観光需要の回復により予約も増えており、良い方向に向かうとみている。 

 

 

 



- 22 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年 4～6 月期） 

５ 建設業  
 

  【業界の動向】 

  ・コロナ禍当初の郊外での持ち家志向の高まりは、現状落ち着いている。 

  ・人手不足もあり、下請けの小規模工務店などの廃業の話をよく聞く。 

  ・マンション等の競売物件は価格高騰により、買い控えの動きが見られる。 

  

  【景況感】 

  ・大口の民間工事や不動産売買の案件があり、好況である。その為人手不足の状況にあり、公共工事 

   の受注は控えている。 

  ・足元で民間工事の引き合いが増えている。一方で資材の値上がりもあり施主の求める予算とコスト 

   が合わず、受注に至らないケースも多い。 

 

  【受注高】 

   ・大口の民間工事や戸建て住宅の引き渡しが続いたことで受注高は増加した。 

  ・特定の工事があり受注高は増加したが、請負ベースで見ると特に変わらず、工事の受注が増えて 

   いるとは言えない。 

 

  【受注価格】 

  ・資材価格の上昇分を工事代金に反映させ受注価格は上昇している。 

  ・住宅部門はおおむね価格転嫁ができているが、他の民間工事は他社との競合もあり、価格転嫁が 

   思うようにできていない。 

 

  【資材価格】 

  ・木材のほか、住宅設備（シンクなど）も総じて高止まりしている。 

  ・前年同期に比べ鋼材は７％程度、生コンは３０％程度上昇している。 

 

  【採算性】 

  ・資材価格高騰に対する価格転嫁や土地仕入れの厳選により、採算性はほとんど変わらない。 

  ・資材等の高騰に加え、下請け企業も人手不足で外注費も上昇傾向。そのなかで価格転嫁は未だ十分 

   にできておらず、採算性は悪化している。 

 

  【今後の見通し】 

  ・予定している大口受注もあり、良い方向に向かうとみている。 

  ・現状とさほど変わらないとみており、どちらともいえない。 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

Ⅳ 特別調査                         
 
【調査項目】 

  今回は、前回に引き続き「新型コロナウイルス感染症の影響」、経年項目である「雇用者数の過

不足感」のほか、「賃上げの実施状況」、「ＤＸへの取組状況」、「事業の拡大に向けた資金調達の方

法」について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【調査結果概要】 
 

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について  

○ 新型コロナウイルスの経営への影響について、「マイナスの影響が続いている」の回答

割合が３３.２％で、前回調査（令和５年１～３月期）から９．４ポイント減少した。 
 
 ○ 「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」の回答割合は２２．９％で、前回調

査から１.２ポイント増加した。 
  
○ 「マイナスの影響が続いている」と回答した上位３業種は以下のとおりで、非製造業

は前回調査から変わらなかった。 

     【製造業】               【非製造業】 

 「繊維工業」（５０．０％）          「飲食店」（４３．９％） 

 「印刷業」（４８．９％）           「サービス業」（３６．３％） 

 「パルプ・紙・紙加工品」（４４．７％）       「卸売・小売業」（３６．２％） 

 

２ 雇用者数の過不足感について 

 ○ 雇用者数の過不足感について聞いたところ、「適正」の回答割合が６１．１％と最も

高かった。また、３年連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

 ○ 前回調査（令和４年４～６月期）と比べ、「不足」は１．０ポイント増加し、「過剰」

は０．９ポイント減少した。 

 

 ○ 今後の雇用者数の見込みは、「ほぼ増減なし」が７１．３％、「増加見込み」が   

１９．８％、「減少見込み」が８．９％であった。 

 

３ 賃上げの実施状況について 

 ○ 令和４年４月以降の賃上げの実施状況については、「実施した」が４８．８％、「今後

実施する予定又は検討中」が１３．７％、「実施ししていない（今後も予定はない）」が

３７．５％だった。 

 

 ○ 賃上げの内容については、「定期昇給」（５９．５％）と「ベースアップ」 

  （４２．５％）の回答割合が高かった。 

 

 ○ 賃上げを行った理由については、「社員のモチベーション向上、離職防止のため」 

  （７４．１％）が最も多く、次いで「人材確保のため」（４１．１％）、「業績、財務状

況が良好であったため」（１５．８％）、「他社の動向をみて」（１３．６％）の順となっ

た。 
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４ ＤＸへの取組状況について 

 ○ ＤＸへの取組状況については、「取り組んでいる」が２１．９％で前回調査（令和４

年４～６月期）から２．８ポイント増加した。 

 

 ○ ＤＸに取り組んでいる項目については、「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」 

  （７５．５％）が最も多く、次いで「ペーパーレス化」（６６．２％）、「ＷＥＢ会議シ

ステム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーションの効率化」 

  （５８．３％）、「「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システムの構

築・導入」（５７．２％）の順となった。 

 

 ○ ＤＸに取り組む上での課題については、「ＤＸを担う人材がいない」（３８．８％）が

最も多く、次いで「何をどう進めていいか分からない」（３５．５％）、「資金の余裕が

ない」（３４．０％）の順となった。 

 

 ○ ＤＸに取り組む上で期待する支援については、「資金繰り・助成」（３６．６％）が最

も多く、次いで「先進事例の紹介」（２１．４％）、「人材の育成・供給」 

  （１９．１％）、「相談窓口の充実」（１８．５％）の順となった。 

 

５ 事業の拡大に向けた資金調達の方法について 

 ○ 事業の拡大に向けた資金調達の方法については、「金融機関の融資」（６９．６％）が

最も多く、次いで「行政の補助金・助成金」（４５．６％）、「日本政策金融公庫の融

資」（３０．０％）の順となった。 
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 特別調査事項  

１ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）感染症の経営への影響（回答数１，３８２社・単一回答） 

   ○ 感染症の経営への影響について聞いたところ、全体では「マイナスの影響が続いている」

（３３．２％）が最も多く、次いで「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」 

   （２２．９％）、「マイナスの影響は出ていない」（２２．４％）の順となった。 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 業種別にみると、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復」と回答した割合は、製

造業では２８．３％、非製造業では１８．８％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33.2%

34.6%

32.1%

4.1%

3.1%

4.9%

22.9%

28.3%

18.8%

22.4%

16.7%

26.7%

17.4%

17.2%

17.5%

全 体

(n=1,382)

製造業

(n=604)

非製造業

(n=778)

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

経営への影響/全体（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

マイナスの影響

が続いている

33.2%

今後マイナスの影

響が出る見込み

4.1%影響はあったが、既に

コロナ前の水準に回復

22.9%

マイナスの影響は

出ていない

22.4%

分からない

17.4%
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 【参考】過去調査との比較（※令和３年６月調査から回答項目を追加） 
   ○ 前回調査と比較すると、「マイナスの影響が続いている」と「今後マイナスの影響が出る

見込み」を合わせた回答割合は、１０.７ポイント減少した。 

     

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経営への影響/全体/過去調査との比較（単一回答） 

68.5%

64.8%

67.1%

56.6%

62.8%

51.8%

58.6%

53.8%

53.5%

47.6%

42.6%

33.2%

15.1%

14.0%

11.2%

12.1%

11.0%

10.5%

9.5%

9.6%

9.0%

8.8%

5.4%

4.1%

11.1%

9.4%

13.6%

8.6%

11.6%

11.5%

14.3%

21.8%

22.9%

9.5%

11.7%

14.0%

13.2%

10.8%

14.9%

13.4%

14.3%

14.2%

15.3%

16.9%

22.4%

7.0%

9.6%

7.7%

7.1%

6.0%

9.1%

10.0%

10.8%

11.8%

14.0%

13.3%

17.4%

R2.9月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

R4.9月調査…

R4.12月調査…

R5.3月調査…

R5.6月調査…

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み
影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない
分からない
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 ○ 経営への影響について、「マイナスの影響が続いている」と回答した企業の業種をみると、 

  製造業では「繊維工業」（５０．０％）、「印刷業」（４８．９％）、「パルプ・紙・紙加工品」 

  （４４．７％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」（４３．９％）、「サービス業」 

   （３６．３％）、「卸売・小売業」（３６．２％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 ○ 製造業、非製造業とも、企業規模が大きくなるほど、「影響はあったが、既にコロナ前の水準に回

復」の回答割合が増加する傾向がみられた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28.3%

50.0%

35.5%

44.7%

48.9%

30.2%

35.3%

24.1%

23.1%

41.0%

29.8%

33.9%

20.9%

36.2%

43.9%

21.6%

29.1%

34.5%

36.3%

7.5%

5.6%
0.0%

6.4%

2.1%
2.3%

3.9%
1.9%

1.5%

0.0%

0.0%

6.8%

6.1%

5.9%

7.3%
2.0%

5.5%

3.6%

2.5%

32.1%

16.7%

19.4%

23.4%

23.4%

25.6%

21.6%

29.6%

41.5%

24.6%

40.4%

28.8%

16.9%

19.6%

26.8%

25.5%

18.2%

12.7%

17.2%

20.8%

5.6%

19.4%

14.9%

8.5%

30.2%

21.6%

16.7%

23.1%

13.1%

7.0%

18.6%

33.1%

19.6%

12.2%

39.2%

30.9%

25.5%

31.8%

11.3%

22.2%

25.8%

10.6%

17.0%

11.6%

17.6%

27.8%

10.8%

21.3%

22.8%

11.9%

23.0%

18.8%

9.8%

11.8%

16.4%

23.6%

12.1%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み

影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 マイナスの影響は出ていない

分からない

経営への影響/業種詳細（単一回答） 

経営への影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

 

【
非
製
造
業
】 

(n=604) 

(n=778) 

25.0%

31.0%

27.5%

34.8%

24.1%

23.4%

36.8%

44.4%

24.5%

26.8%

32.2%

37.7%

3.6%

3.0%

8.0%

3.9%

3.6%

1.6%

3.4%

3.3%

3.6%

2.2%

5.7%

3.7%

25.0%

23.0%

19.0%

17.3%

45.8%

34.7%

24.5%

20.6%

37.4%

29.5%

21.8%

18.3%

39.3%

28.0%

30.5%

23.1%

16.9%

24.2%

17.2%

10.6%

25.9%

25.9%

23.8%

19.3%

7.1%

15.0%

15.0%

20.9%

9.6%

16.1%

18.1%

21.1%

8.6%

15.6%

16.6%

21.0%

非製造業

（n=767）

製造業

（n=591）

全体

（n=1.358）

マイナスの影響が続いている 今後マイナスの影響が出る見込み 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復

マイナスの影響は出ていない 分からない

１～５人（n=180）

６～２０人（n=204）

２１～５０人（n=124）

５１人以上（n=83）

１～５人（n=411）

６～２０人（n=200）

２１～５０人（n=100）

５１人以上（n=56）

１～５人（n=591）

６～２０人（n=404）

２１～５０人（n=224）

５１人以上（n=139）
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（２）経営への影響の内容(見込み含む)（回答数：５０４社・複数回答）  

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答

した５１６社のうち５０４社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影

響が出る見込み」と回答した企業に、感染症の影響の内容（見込み含む）について聞いたと

ころ、製造業、非製造業ともに「受注・売上げの減少」の回答割合が高くなっている。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響の内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

85.3%

24.8%

11.3%

9.9%

5.8%

3.6%

2.4%

0.2%

4.2%

90.2%

24.4%

6.7%

9.8%

1.3%

2.2%

2.2%

0.0%

3.1%

81.4%

25.1%

15.1%

10.0%

9.3%

4.7%

2.5%

0.4%

5.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

受注・売上げの減少

商品、部品等の仕入れ困

難

イベント、商談会の中止・

延期

営業自粛（時間短縮含

む）

日本人客の減少

入金等の遅延

外国人客の減少

海外拠点等の停止・縮

小

その他

全体

製造業

非製造業
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（３）今期４～６月期の売上げ減少見込み（前年同期比）(回答数：４８９社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答

した５１６社のうち４８９社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影

響が出る見込み」と回答した企業に、今期（４～６月期）の売上げは前年同期（２０２２年

４～６月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、全体では「１０～１９％

減」(１８.４％)の回答割合が最も高く、５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企

業は合計で１７．６％（前回調査比▲４．１ポイント）であった。 

 

  ○ 業種別では、製造業よりも非製造業で、５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企

業の割合が高かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今期４～６月期の売上げが前年同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答した業種をみ

ると、製造業では「一般機械器具」(３０．４％)、「家具・装備品」(２７.３％)で回答割合が高

く、非製造業では「建設業」（４０．０％）、「不動産業」（２６．３％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.6%

1.4%

1.8%

2.2%

2.3%

2.2%

5.3%

4.7%

5.8%

3.1%

3.8%

2.5%

5.3%

4.7%

5.8%

3.3%

3.3%

3.3%

8.0%

7.5%

8.3%

7.8%

10.8%

5.4%

18.4%

20.2%

17.0%

16.6%

13.1%

19.2%

17.0%

19.2%

15.2%

11.5%

8.9%

13.4%

全 体

(n=489)

製造業

(n=213)

非製造業

(n=276)

今期売上げの減少見込み（前年同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

50%以上減少見込み 17.6％ 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（前年同期比）/業種別（単一回答） 

90％以上減 80～89％減 
70～79％減 

60～69％減 
50～59％減 

40～49％減 30～39％減 20～29％減 10～19％減 10％未満減 変わらない 増加する見込み 

17.6%

10.5%

27.3%

13.0%

17.4%
15.4% 15.0%

8.3%

20.0% 19.0%

6.3%

30.4%

40.0%

14.2%

20.0%

8.3%
11.1%

26.3%

11.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

（４）今期４～６月期の売上げ減少見込み(４年前同期比)(回答数：４１７社・単一回答) 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答

した５１６社のうち４１７社の回答割合 

 

  ○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影

響が出る見込み」と回答した企業に、今期（４～６月期）の売上げは４年前同期（２０１９

年４～６月期）と比べてどのくらい減少する見込みか聞いたところ、全体では 

   「１０～１９％減」（１７．７％）の回答割合が最も高く、５０％以上売上げが減少する見込

みと回答した企業は合計で２７．６％（前回調査比▲２．８ポイント）であった。 

 

    ○ 業種別では、非製造業よりも製造業で、５０％以上売上げが減少する見込みと回答した企

業の割合が多かった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 今期４～６月期の売上げが４年前同期と比べて５０％以上減少する見込みと回答した業種

をみると、製造業では「一般機械器具」（４５．５％）、「家具・装備品」（４０.０%）、「印刷業」 

   （４０.０％）で回答割合が高く、非製造業では、「建設業」（４０.５％）、「不動産業」 

   （３３.３％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.4%20.0%

40.0%

33.3%

40.0%

21.4%

11.8%

0.0%

36.4%

29.4%

25.0%

45.5%

40.5%

24.4% 25.0%
22.2%

20.0%

33.3%

24.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

1.9%

2.1%

1.8%

1.2%

2.1%

0.4%

7.7%

6.3%

8.8%

6.0%

5.8%

6.1%

10.8%

11.6%

10.1%

7.2%

7.9%

6.6%

10.8%

10.1%

11.4%

15.8%

19.0%

13.2%

17.7%

16.9%

18.4%

10.8%

9.0%

12.3%

4.6%

3.2%

5.7%

5.5%

5.8%

5.3%

全 体

(n=417)

製造業

(n=189)

非製造業

(n=228)

今期売上げの減少見込み（４年前同期比）/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

50%以上減少見込み 27.6％ 

今期売上げが５０％以上減少する見込み（４年前同期比）/業種別（単一回答） 

80～89%減 
70～79%減 

60～69%減 
50～59%減 90%以上減 

40～49%減    20～29%減    10～19%減  10%未満減 変わらない 増加する見込み 30～39%減 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

（５）来期７～９月期の資金繰りへの影響（回答数：４１２社・単一回答） 

 ※ （１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答

した５１６社のうち４１２社の回答割合 

 

○ （１）で経営への影響について「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が

出る見込み」と回答した企業に、現在の状況が続いた場合に来期（７～９月期）の資金繰りへの

影響について聞いたところ、全体では「影響がある」が５２.２％、「影響はない」は２６．７％

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】過去調査との比較 

 ○ 前回調査（令和５年１～３月期）と比較すると、「影響がある」と回答した割合は２．３ポイ

ント減少した。一方で、「影響はない」の回答割合は６．１ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 規模別にみると、全体では、規模が大きくなるほど、「影響はない」の回答割合が高くなる傾

向がみられた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.2%

56.2%

48.9%

26.7%

27.0%

26.4%

21.1%

16.8%

24.7%

全 体
(n=412)

製造業
(n=185)

非製造業
(n=227)

影響がある 影響はない 分からない

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

資金繰りへの影響/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

資金繰りへの影響/全体 (単一回答) 

70.3%

54.0%
57.3%

54.0%
55.8%

53.0%
57.5%

51.9%
56.1%

49.0%

54.5%
52.2%

13.2%

25.0%

24.5%

22.5%

21.8%

23.2%

21.3%

23.4%

21.7%

25.5%

20.6%

26.7%

16.5%

21.0%

18.2%

23.5%

22.4%

23.8%

21.2%

24.7%

22.1%

25.5%

25.0%

21.1%

R2.6月調査…

R2.12月調査…

R3.3月調査…

R3.6月調査…

R3.9月調査…

R3.12月調査…

R4.3月調査…

R4.6月調査…

R4.9月調査…

R4.12月調査…

R5.3月調査…

R5.6月調査…

影響がある 影響はない 分からない

61.5%

46.7%

46.4%

48.0%

45.5%

68.0%

58.2%

53.7%

51.4%

56.4%

52.8%

50.0%

38.5%

40.0%

28.6%

22.0%

36.4%

20.0%

28.4%

23.9%

37.1%

30.9%

28.5%

22.6%

0.0%

13.3%

25.0%

30.1%

18.2%

12.0%

13.4%

22.4%

11.4%

12.7%

18.7%

27.4%

非製造業

（n=222）

製造業

（n=181）

全体

（n=403）

影響がある 影響はない 分からない

１～５人（n=67）

６～２０人（n=67）

２１～５０人（n=25）

５１人以上（n=22）

１～５人（n=123）

６～２０人（n=56）

２１～５０人（n=30）

５１人以上（n=13）

１～５人（n=190）

６～２０人（n=123）

２１～５０人（n=55）

５１人以上（n=35）
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

○ 来期の資金繰りへの影響について、「影響がある」と回答した企業の業種をみると、製造業で

は、「家具・装備品」（８８．９％）、「パルプ・紙・紙加工品」（７５．０％）、「印刷業」 

 （７３．７％）で回答割合が高く、非製造業では「飲食店」(６６.７％)、「運輸業」 

 （５６．３％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.8%

46.7%

88.9%

75.0%

73.7%

42.9%

50.0%

50.0%

36.4%

47.1%

56.3%

52.2%

51.4%

42.2%

66.7%

44.4%

56.3%

41.7%

52.7%

23.1%

20.0%

11.1%

15.0%

15.8%

50.0%

31.3%

25.0%

36.4%

47.1%

12.5%

34.8%

24.3%

30.1%

0.0%

22.2%

31.3%

41.7%

25.5%

23.1%

33.3%

0.0%

10.0%

10.5%

7.1%

18.8%

25.0%

27.3%

5.9%

31.3%

13.0%

24.3%

27.7%

33.3%

33.3%

12.5%

16.7%

21.8%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

影響がある 影響はない 分からない

資金繰りへの影響/業種詳細（単一回答） 

 

【
製
造
業
】 

(n=185) 

(n=227) 

 

【
非
製
造
業
】 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

２．雇用者数の過不足感について 

 

（１）現在の雇用者数の過不足感（回答数：１，３６２社・単一回答） 

 【全体】 

   ○ 雇用者数の過不足感は、「適正」の回答割合が６１.１％と最も高かった。また、３年連続

で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

   ○ 昨年の調査と比べると、「不足」は、３３．０％から３４．０％と１．０ポイント 

   増加した。「適正」は０．１ポイント減少、「過剰」は０．９ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 令和２年度調査では、新型コロナウイルス感染症に起因する経済活動の停滞により、不足

感が大きく減少したが、３年連続で増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度６月時点の調査結果（H26 は９月時点） 

17.5%

19.1%

23.5%

31.6%
30.4%

22.5%

11.1% 11.7%

12.5%

15.3%

19.3%

25.9% 25.2%
27.8% 31.4%

36.4%

33.5%

14.5%

23.3%

33.0%

34.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

4.9%

5.8%

10.0%

15.6%

5.2%

61.1%

61.2%

66.7%

69.9%

61.2%

34.0%

33.0%

23.3%

14.5%

33.5%

令和5年6月

令和4年6月

令和3年6月

令和2年6月

令和元年6月

過 剰 適 正 不 足

現在の雇用者数の過不足感/全体(単一回答) 

雇用者数の不足感推移/全体（単一回答） 

リーマンショック（9 月） 第 2 次安倍内閣発足(12 月) 
新型コロナウイルス 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

 【製造業・非製造業】  

   ○ 製造業は「過剰」が１．２ポイント増加し、「不足」が０．２ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 非製造業は「過剰」が２．６ポイント減少し、「不足」が２．０ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 製造業では、不足感が高い業種をみると、「食料品製造」（４６．２％・前年比＋５．８

ポイント）「輸送用機械器具」（３５．１％・前年比▲６．９ポイント）、「パルプ・

紙・紙加工品」（３２．６％・前年比＋３．５ポイント）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者数の過不足感/製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感/非製造業（単一回答） 

雇用者数の過不足感/製造業/業種詳細（単一回答） 

8.2%

7.0%

12.2%

19.2%

7.6%

61.6%

62.6%

66.1%

68.6%

63.8%

30.2%

30.4%

21.7%

12.3%

28.6%

令和5年6月

令和4年6月

令和3年6月

令和2年6月

令和元年6月

過 剰 適 正 不 足

2.4%

5.0%

8.3%

12.8%

3.4%

60.7%

60.1%

67.2%

71.0%

59.2%

37.0%

34.9%

24.5%

16.2%

37.4%

令和5年6月

令和4年6月

令和3年6月

令和2年6月

令和元年6月

過 剰 適 正 不 足
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

   ○ 非製造業では、不足感の高い業種をみると、「運輸業」（６０．０％・前年比▲１．０ポ

イント）、「情報サービス業」（４４．０％・前年比＋５．８ポイント）、「建設業」 

  （４４．５％・前年比＋４．０ポイント）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

   ○ 全体及び非製造業では、規模が大きくなるほど、「不足」の回答割合が高くなった。 

 

   ○ 前年調査と比較すると、非製造業は、全ての規模で「不足」が増加した。 

 

    ○ 全ての規模で、製造業よりも非製造業の方が「不足」の回答割合が高かった。 

 

 

  

現在の雇用者数の過不足感/規模別(単一回答) 

 

雇用者数の過不足感/非製造業/業種詳細(単一回答) 

0.0%
1.0%

3.5%
2.3%

4.9%
9.7%
9.4%

7.9%
2.9%

5.8%
6.5%

4.0%

32.1%
40.0%

50.3%
74.9%

53.7%
54.0%
54.2%

77.4%
44.9%

47.8%
52.2%

75.7%

67.9%
59.0%

46.2%
22.8%

41.5%
36.3%
36.5%

14.7%
52.2%

46.4%
41.3%

20.3%

非製造業

（n=754）

製造業

（n=586）

全体

（n=1,340）

過剰 適正 不足

１～５人（n=177）

６～２０人（n=203）

２１～５０人（n=124）

５１人以上（n=82）

１～５人（n=399）

６～２０人（n=199）

２１～５０人（n=100）

５１人以上（n=56）

１～５人（n=576）

６～２０人（n=402）

２１～５０人（n=224）

５１人以上（n=138）
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

（２）正規社員・非正規社員の過不足感（回答数：正規社員１，３３２社、非正規社員 

  １，１４０社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

   ○ 正規社員・非正規社員ともに、「不足」の回答割合が「過剰」の回答割合よりも高かっ

た。また、正規社員・非正規社員ともに、非製造業の方が製造業よりも「不足」の回答割合

が高く、「過剰」の回答割合が低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.4%

8.2%

4.4%

71.5%

71.5%

71.5%

27.1%

20.3%

24.1%

非製造業

製造業

全体

過 剰 適 正 不 足

2.7%

6.6%

4.4%

65.6%

64.7%

65.2%

31.7%

28.6%

30.3%

非製造業

製造業

全体

過 剰 適 正 不 足

正規社員の過不足感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

非正規社員の過不足感/全体・製造業・非製造業（単一回答） 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

【業種別】 

   ○ 製造業では、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「食料品製造」 

   （４４．０％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（３２．１％）「パルプ・紙・紙加工品」 

   （３１．９％）の順となった。 

 

   ○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「食料品製造」（４５．７％）、

「プラスチック製品」（３０．４％）の順となった。 

 

   ○ 非製造業では、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「運輸業」 

   （５５．６％）、「建設業」（４５．８％）、「情報サービス業」（４３．１％）の順とな

った。 

 

   ○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種をみると、「飲食店」（４１．０％）、「サービ

ス業」（３２．２％）、「運輸業」（３１．８％）の順となった。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4%
0.9%

2.4%
1.9%

5.0%
2.6%

2.0%
0.0%

0.0%
0.0%

2.0%
2.2%

5.2%
1.4%

52.8%
70.9%

74.0%
73.9%

67.5%
56.4%

54.9%
76.6%

44.4%
68.2%

80.0%
88.9%

69.7%
66.4%

45.8%
28.2%

23.6%
24.2%

27.5%
41.0%

43.1%
23.4%

55.6%
31.8%

18.0%
8.9%

25.2%
32.2%

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

正規社員

非正規社員

軸
ラ

ベ
ル

過剰 適正 不足

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

　サービス業

　飲 食 店

　卸売・小売業

　建 設 業

8.0%
8.7%

8.8%
3.4%

0.0%
0.0%

4.3%
5.7%

10.9%
5.4%

7.1%
5.7%

5.9%
15.2%

9.4%
18.8%

3.1%
7.4%

6.7%
5.8%

8.8%
9.8%

5.6%
4.3%

48.0%
45.7%

67.6%
75.9%

74.2%
82.6%

63.8%
82.9%

73.9%
78.4%

71.4%
82.9%

66.7%
54.3%

58.5%
62.5%

67.7%
74.1%

65.0%
76.9%

63.2%
72.5%

63.0%
82.6%

44.0%
45.7%

23.5%
20.7%

25.8%
17.4%

31.9%
11.4%

15.2%
16.2%

21.4%
11.4%

27.5%
30.4%

32.1%
18.8%

29.2%
18.5%

28.3%
17.3%

28.1%
17.6%

31.5%
13.0%

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

正規社員
非正規社員

過剰 適正 不足

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

正規社員・非正規社員の過不足感/製造業/業種詳細（単一回答） 

 

正規社員・非正規社員の過不足感/非製造業/業種詳細（単一回答） 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

（３）今後の雇用者数の見込み（回答数：１，３６７社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

   ○ 全体では、「ほぼ増減なし」が７１．３％を占め、「増加見込み」（１９．８％） 

   は「減少見込み」（８．９％）を１０．９ポイント上回った。 

 

   ○ 前年調査と比較すると、「増加見込み」は２．０ポイント増加し、「減少見込み」は 

   １．３ポイント減少した。 

 

   ○ 製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は０．９ポイント増加し、「減少見

込み」は０．２ポイント減少した。 

 

  ○ 非製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は２．５ポイント増加し、「減少

見込み」は２．１ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.7%

17.8%

19.8%

75.7%

72.0%

71.3%

9.6%

10.2%

8.9%

令和３年６月

令和４年６月

令和５年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の雇用者数の見込み/全体（単一回答） 

 

今後の雇用者数の見込み/製造業（単一回答） 

今後の雇用者数の見込み/非製造業（単一回答） 

18.5%

23.1%

24.0%

71.9%

68.7%

68.0%

9.6%

8.2%

8.0%

令和３年６月

令和４年６月

令和５年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

11.8%

14.1%

16.6%

78.5%

74.3%

73.9%

9.6%

11.6%

9.5%

令和３年６月

令和４年６月

令和５年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

【業種別】 

   ○ 雇用者数の増加を見込む業種は、「食料品製造」（３４．０％）、「輸送用機械器具」 

   （３３．３％）、「金属製品」（２９．２％）の順で高い割合となっている。 

    

   ○ 減少を見込む業種は、「運輸業」（２５．５％）、「金属製品」（１３．８％）、「建設

業」（１２．１％）の順で高い割合となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）今後の従業員給与の見込み（回答数：１，３６０社・単一回答） 

 【全体・製造業・非製造業】 

   ○ 全体では、「ほぼ増減なし」が６０．６％を占め、「増加見込み」が３３．２％、 

   「減少見込み」が６．２％であった。 

 

  ○ 製造業と非製造業を比較すると、「増加見込み」について、製造業（４０．０％） 

   が非製造業（２８．０％）を１２．０ポイント上回った。 

  

 

 

34.0%
8.3%
9.7%

21.3%
19.1%
23.8%

17.6%
25.5%
29.2%
28.3%

33.3%
23.2%

10.1%
14.4%
17.1%

27.5%
21.8%

13.2%
21.9%

56.6%
83.3%

87.1%
70.2%

70.2%
76.2%

74.5%
70.9%

56.9%
65.0%
57.9%

66.1%
77.9%

76.4%
75.6%

70.6%
52.7%

81.1%
71.6%

9.4%
8.3%

3.2%
8.5%

10.6%
0.0%

7.8%
3.6%

13.8%
6.7%
8.8%
10.7%

12.1%
9.1%
7.3%

2.0%
25.5%

5.7%
6.5%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

増加見込み ほとんど増減なし 減少見込み

今後の雇用者数の見込み/業種詳細（単一回答） 

今後の従業員給与の見込み/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

28.0%

40.0%

33.2%

65.5%

54.3%

60.6%

6.6%

5.7%

6.2%

非製造業

製造業

全体

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

   ○ 前年調査と比較すると、「増加見込み」は７．６ポイント増加し、「減少見込み」は 

   １．１ポイント減少した。 

 

   ○ 製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は８．４ポイント増加し、「減少見

込み」は１．５ポイント減少した。 

 

   ○ 非製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は６．７ポイント増加し、「減少

見込み」は０．８ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の従業員の給与見込み/全体（単一回答） 

 

今後の従業員の給与見込み/製造業（単一回答） 

今後の従業員の給与見込み/非製造業（単一回答） 

15.6%

25.6%

33.2%

74.1%

67.1%

60.6%

10.3%

7.3%

6.2%

令和３年６月

令和４年６月

令和５年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

19.6%

31.6%

40.0%

71.3%

61.2%

54.3%

9.1%

7.2%

5.7%

令和３年６月

令和４年６月

令和５年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

12.6%

21.3%

28.0%

76.2%

71.3%

65.5%

11.2%

7.4%

6.6%

令和３年６月

令和４年６月

令和５年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

【業種別】 

   ○ 従業員給与の増加を見込む業種は、「食料品製造」（５４．７％）、「化学工業」 

   （５０．０％）、「金属製品」（５０．０％）の順で高い割合であった。 

 

   ○ 減少を見込む業種は、「家具・装備品」（１２．９％）、「建設業」（１０.９％）、 

   「印刷業」（１０.６％）の順で高い割合であった。 

 

 

 

 

 

 

54.7%
22.2%
22.6%

27.7%
25.5%

50.0%
43.1%
47.3%
50.0%

38.3%
46.4%

35.7%
22.4%
26.4%
26.8%

37.3%
32.7%

13.2%
36.4%

41.5%
69.4%

64.5%
68.1%

63.8%
47.6%

51.0%
49.1%
42.2%

58.3%
51.8%

57.1%
66.7%

66.7%
70.7%

56.9%
58.2%

81.1%
61.0%

3.8%
8.3%

12.9%
4.3%

10.6%
2.4%

5.9%
3.6%

7.8%
3.3%
1.8%

7.1%
10.9%
6.9%

2.4%
5.9%

9.1%
5.7%

2.6%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

増加見込み ほとんど増減なし 減少見込み

今後の従業員給与の見込み/業種詳細（単一回答） 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

３．賃上げの実施状況 
（１）令和４年４月以降の賃上げの実施状況（回答数：１，３５７社・単一回答） 

 

  ○ 令和４年４月以降の賃上げの実施状況について聞いたところ、全体では「実施した」が   

４８．８％、「今後実施する予定又は検討中」が１３．７％、「実施していない（今後も予

定はない）」が３７．５％であった。 

  

   ○ 業種別にみると、「実施した」は製造業（６０．２％）の方が非製造業（３９．９％）よ

りも２０．３ポイント回答割合が高く、「実施していない（今後も予定はない）」は非製

造業（４５．８％）の方が製造業（２６．８％）よりも１９．０ポイント回答割合が高か

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 賃上げを「実施した」と回答した企業の業種をみると、製造業では「金属製品」 

    （７３．４％）、「化学工業」（６７．４％）、「食料品製造」（６５．４）で回答割合が

高く、非製造業では「情報サービス業」（５６．９％）、「サービス業」（４８．７％）、

「運輸業」（４４．４％）で回答割合が高った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和４年４月以降の賃上げの実施状況/全体・製造業・非製造業(単一回答) 

48.8%

60.2%

39.9%

13.7%

13.0%

14.3%

37.5%

26.8%

45.8%

全 体
(n=1,357)

製造業
(n=593)

非製造業
(n=764)

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）

令和４年４月以降の賃上げの実施状況/業種詳細（単一回答） 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

 

   ○ 賃上げを「実施した」と回答した企業を規模別にみると、製造業、非製造業ともに、規模

が大きくなるほど回答割合が増加する傾向がみられた。 

 

   ○ 賃上げを「実施していない（今後も予定はない）」と回答した企業を業種別にみると、製

造業、非製造業ともに、１～５人規模で回答割合が高くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）賃上げの内容・賃上げ率（回答数：８００社・複数回答） 

  ※ （１）で「実施した」又は「今後実施する予定又は検討中」と回答した８４８社のうち 

   ８００社の回答割合 

  ○ （１）で令和４年４月以降の賃上げの実施状況について「実施した」又は「今後実施する

予定又は検討中」と回答した企業に賃上げの内容について聞いたところ、全体では「定期

昇給」（５９．５％）が最も多く、次いで「ベースアップ」（４２．５％）、「賞与（一

時金）の増額」（１６．３％）の順となった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.9%

66.0%

57.6%

21.3%

78.3%

72.0%

65.8%

36.4%

74.1%

69.3%

61.8%

25.9%

23.2%

11.0%

19.2%

11.1%

14.5%

13.6%

14.9%

9.7%

18.0%

12.4%

17.0%

10.7%

8.9%

23.0%

23.2%

67.6%

7.2%

14.4%

19.3%

54.0%

7.9%

18.2%

21.3%

63.4%

非製造業

（n=758）

製造業

（n=586）

全体

（n=1,344）

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）

１～５人（n=176）

６～２０人（n=202）

２１～５０人（n=125）

５１人以上（n=83）

１～５人（n=404）

６～２０人（n=198）

２１～５０人（n=100）

５１人以上（n=56）

１～５人（n=580）

６～２０人（n=400）

２１～５０人（n=225）

５１人以上（n=139）

賃上げの内容/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

令和４年４月以降の賃上げの実施状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

59.5%

42.5%

16.3%

8.4%

10.9%

61.9%

44.2%

17.2%

9.8%

10.1%

57.0%

40.7%

15.3%

6.9%

11.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

新卒者の初任給の増額

その他

全 体
(n=800)
製造業
(n=407)
非製造業
(n=393)
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

【参考】規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

賃上げの内容/全体・製造業・非製造業/規模別(複数回答) 

62.7%

41.4%

13.9%

3.7%

7.1%

63.8%

38.3%

12.8%

2.7%

6.7%

61.6%

44.5%

15.1%

4.8%

7.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

新卒者の初任給の増額

その他

６～２０人(n=295)

全体 製造業 非製造業

43.1%

40.1%

13.2%

1.0%

16.8%

45.5%

35.1%

18.2%

0.0%

15.6%

41.7%

43.3%

10.0%

1.7%

17.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

新卒者の初任給の増額

その他

１～５人(n=197)

全体 製造業 非製造業

61.2%

46.6%

18.0%

11.8%

11.2%

59.8%

51.0%

16.7%

12.7%

11.8%

63.2%

40.8%

19.7%

10.5%

10.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増額

新卒者の初任給の増

額

その他

２１～５０人(n=178)

全体 製造業 非製造業

76.2%

43.4%

23.0%

25.4%

9.0%

78.1%

56.2%

24.7%

28.8%

8.2%

73.5%

24.5%

20.4%

20.4%

10.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

定期昇給

ベースアップ

賞与（一時金）の増

額

新卒者の初任給の

増額

その他

５１人以上(n=122)

全体 製造業 非製造業



 

- 45 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

【参考】平均賃上げ率（回答数：６８５社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）賃上げを実施した理由（回答数：８２５社・複数回答） 

  ※ （１）で「実施した」又は「今後実施する予定又は検討中」と回答した８４８社のうち 

   ８２５社の回答割合 

  ○ （１）で令和４年４月以降の賃上げの実施状況について「実施した」又は「今後実施する予

定又は検討中」と回答した企業に賃上げを行った理由について聞いたところ、全体では「社

員のモチベーション向上、離職防止のため」（７４．１％）が最も多く、次いで「人材の確

保のため」（４１．１％）、「業績、財務状況が良好であったため」（１５．８％）、「他

社の動向をみて」（１３．６％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

賃上げを行った理由/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

74.1%

41.1%

15.8%

13.6%

3.4%

9.8%

75.9%

41.6%

16.1%

15.6%

4.7%

8.5%

72.1%

40.5%

15.4%

11.4%

2.0%

11.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

社員のモチベーション向上、離職防止の

ため

人材の確保のため

業績、財務状況が良好であったため

他社の動向をみて

労使間の交渉があったため

その他

全 体
(n=825)
製造業
(n=423)
非製造業
(n=402)

定期昇給 ベースアップ
新卒者の
初任給

賞与 その他

製造業 3.7 4.6 5.7 9.3 6.4

建設業 3.4 4.7 3.3 9.6 1.8

卸売・小売業 4.7 3.8 6.7 6.9 6.0

飲食店 3.8 4.9  -  - 10.0

情報サービス業 3.2 3.6 2.6 13.2 2.1

運輸・倉庫 2.4 4.5 4.6 9.6  - 

不動産業 2.9 3.8  - 15.0  - 

サービス業 5.0 5.5 7.0 13.3 5.0

全業種計 3.9 4.5 5.7 9.5 5.6

単位：％ 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

（４）賃上げを実施しない理由（回答数：４６３社・複数回答） 

  ※ （１）で「実施していない（今後も予定はない）」と回答した５０９社のうち４６３社の回

答割合 

  ○ （１）で令和４年４月以降の賃上げの実施状況について「実施していない（今後も予定はな

い）」と回答した企業に賃上げを実施しない理由について聞いたところ、全体では「財務状

況が不安定であるため」（４７．１％）が最も多く、次いで「原材料価格が高騰しているた

め」（４５．１％）、「受注の先行きに不安があるため」（３９．３％）、「エネルギー価

格が高騰しているため」（３１．３％）の順となった。 

 

  ○ 業種別でみると、製造業では「原材料価格が高騰しているため」と回答した企業の割合が最

も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

賃上げを実施しない理由/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

47.1%

45.1%

39.3%

31.3%

30.0%

8.2%

3.0%

7.8%

46.7%

58.0%

45.3%

42.7%

36.7%

6.0%

3.3%

6.7%

47.3%

39.0%

36.4%

25.9%

26.8%

9.3%

2.9%

8.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

財務状況が不安定であるため

原材料価格が高騰しているため

受注の先行きに不安があるため

エネルギー価格が高騰しているため

コスト増加分を十分に価格転嫁できてい

ないため

休日増加など待遇改善を優先したため

設備投資を優先するため

その他

全 体
(n=463)
製造業
(n=150)
非製造業
(n=313)
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

４ DX*（デジタルトランスフォーメーション）への取組状況について 

  ＊ データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、 

   ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を 

   変革し、競争上の優位性を確立すること。 

 

（１）DX への取組状況（回答数１，３４５社・単一回答） 

   ○ DX への取組状況について聞いたところ、全体では「取り組んでいる」は２１．９％、 

   「関心はあるが取組に至っていない」は３１．８％、「関心がない」は１９．６％、「分からな

い」は２６．６％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
    

  ○ DX への取組状況について、昨年の調査と比較したところ、「取り組んでいる」は 

   ２．８ポイントの増加がみられた。一方、「関心がない」は０．３ポイント減少した。 

 
   
 
  

DX への取組状況/全体（単一回答） 

DX への取組状況/全体（単一回答） 

取り組んでいる, 
21.9%

関心はあるが

取組に至ってい

ない, 31.8%

関心がない, 
19.6%

分からない, 
26.6%

21.9%

19.1%

12.4%

11.3%

31.8%

31.8%

29.5%

32.9%

19.6%

20.0%

25.1%

22.5%

26.6%

29.1%

33.0%

33.3%

R5.6月調査

R4.6月調査

R3.6月調査

R3.3月調査

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない



 

- 48 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

   ○ 業種別にみると、「取り組んでいる」と回答した割合は、製造業では２１．６％、非製造

業では２２．２％であった。 

 

 

 

 

 

 

   ○ DX への取組状況について、「取り組んでいる」と回答した企業の業種をみると、 

    製造業では「金属製品」（３３．３％）、「輸送用機械器具」（３１．６％）、「化学工業」 

    （２７．９％）で回答割合が高く、非製造業では「情報サービス業」（３９．２％）、 

    「サービス業」（３１．６％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

DX への取組状況/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

DX への取組状況/業種詳細（単一回答） 

21.9%

21.6%

22.2%

31.8%

35.9%

28.6%

19.6%

18.4%

20.6%

26.6%

24.0%

28.6%

全 体

製造業

非製造業

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

   ○ DX への取組状況について、企業の規模別でみると、製造業、非製造業ともに規模 

   が大きくなるほど、「取り組んでいる」の回答割合が高かった。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX への取組状況/規模別（単一回答） 

45.5%

40.8%

23.1%

14.2%

52.4%

29.8%

14.4%

9.9%

49.6%

34.7%

18.7%

12.9%

36.4%

33.7%

35.2%

23.2%

31.7%

43.5%

41.1%

26.7%

33.6%

39.2%

38.2%

24.3%

7.3%

17.3%

9.0%

28.9%

6.1%

8.1%

17.8%

32.0%

6.6%

12.2%

13.5%

29.8%

10.9%

8.2%

32.7%

33.7%

9.8%

18.5%

26.7%

31.4%

10.2%

14.0%

29.7%

33.0%

非製造業

（n=753）

製造業

（n=580）

全体

（n=1,333）

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 関心がない 分からない

１～５人（n=172）

６～２０人（n=202）

２１～５０人（n=124）

５１人以上（n=82）

１～５人（n=401）

６～２０人（n=199）

２１～５０人（n=98）

５１人以上（n=55）

１～５人（n=573）

６～２０人（n=401）

２１～５０人（n=222）

５１人以上（n=137）
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

（２）DX（デジタル化含む）に取り組んでいる項目と成果（回答数：２９０社・複数回答） 

 ※ （１）で「取り組んでいる」回答した２９５社のうち２９０社の回答割合 

 

  ○ 全体では「ホームページ・ＳＮＳなど情報発信」（７５．５％）が最も多く、次いで「ペ

ーパーレス化」（６６．２％）、「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共

有・コミュニケーションの効率化」（５８．３％）、「「受発注管理」「販売管理」「在庫管

理」「会計」など基幹システムの構築・導入」（５７．２％）の順となった。 

 

  ○ 業種別に見ると、非製造業は「顧客管理の一元化」や「キャッシュレス決済による支払サ

ービス向上」、「予約システムによる利便性の向上」などの項目で製造業の回答割合を上回

った。 

 

   ○ 製造業は「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーシ

ョンの効率化」や「「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システムの構

築・導入」などの項目で非製造業の回答割合を上回った。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

DX に取り組んでいる項目 /全体・製造業・非製造業(複数回答) 

75.5%

66.2%

58.3%

57.2%

45.5%

43.4%

43.4%

42.8%

33.4%

29.7%

27.9%

26.2%

13.4%

76.0%

61.6%

63.2%

62.4%

44.8%

36.0%

30.4%

40.0%

32.0%

21.6%

21.6%

21.6%

15.2%

75.2%

69.7%

54.5%

53.3%

46.1%

49.1%

53.3%

44.8%

34.5%

35.8%

32.7%

29.7%

12.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ホームページ・SNSなど情報発信

ペーパーレス化

WEB会議システム（ZOOMなど）の活用による情報共有・コミュ

ニケーションの効率化

「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システ

ムの構築・導入

古いシステムやデータベースの改修

顧客管理の一元化

キャッシュレス決済による支払サービス向上

テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化

AI、IoT、RPAなど生産性向上

予約システムによる利便性向上

マーケティングによる新規製品・サービスの創出

eコマース・オンライン商談など販路拡大

その他

全体

製造業

非製造

業
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

 【参考】成果の有無   

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

ホームページ・ＳＮＳなど 
情報発信 

ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）

の活用による情報共有・コミュニケー

ションの効率化 

キャッシュレス決済による 
支払サービス向上 

古いシステムやデータの改修 

ｅコマース・オンライン 
商談など販路拡大 
 

テレワーク、クラウドサービ
スなど業務効率化など販路拡
大 

予約システムによる利便性
向上 

マーケティングによる 
新規製品・サービスの創出な
ど販路拡大 

成果

あり
84.5%

成果

なし
15.5%

ペーパーレス化 

顧客管理の一元化 

成果

あり
79.2%

成果

なし
20.8%

「受発注管理」「販売管理」「在庫管

理」「会計」など基幹システムの構築・

導入 

ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど 
生産性向上 
など販路拡大 

成果

あり
80.5%

成果

なし
19.5%

成果

あり
74.2%

成果

なし
25.8%

成果

あり
65.0%

成果

なし
35.0%

成果

あり
65.8%

成果

なし
34.2%

成果

あり
34.4%

成果

なし
65.6%

成果

あり
25.9%

成果

なし
74.1%

成果

あり
18.4%

成果

なし
81.6%

成果

あり
83.4%

成果

なし
16.6%

成果

あり
77.9%

成果

なし
22.1%

成果

あり
31.8%

成果

なし
68.2%
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

（３）DX により期待する効果（回答数：６７０社・複数回答） 

 ※ （１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した 

  ７２３社のうち６７０社の回答割合 

 

   ○ 全体では「業務の効率化による生産性向上」（５１．８％）が最も多く、次いで「コスト

の削減」（３１.３％）、「新規顧客の開拓」（１７．５％）、「既存製品・サービスの高付加価

値化」（１４．５％）の順となった。 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX により期待する効果/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

51.8%

31.3%

17.5%

14.5%

11.2%

10.0%

9.6%

9.6%

7.9%

0.9%

56.4%

31.3%

15.0%

14.4%

8.5%

6.0%

8.5%

10.3%

8.5%

0.9%

47.6%

31.3%

19.7%

14.5%

13.7%

13.7%

10.5%

8.8%

7.4%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

業務の効率化による生産

性向上

コストの削減

新規顧客の開拓

既存製品・サービスの高付

加価値化

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

新規製品・サービスの創出

データに基づく意思決定

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

全体

製造業

非製造業
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

【参考】規模別 

 

 

 

 

 

 

 

DX により期待する効果/全体・製造業・非製造業/規模別 

39.5%

24.9%

21.6%

15.1%

6.5%

10.8%

11.9%

7.0%

2.2%

1.1%

48.2%

30.4%

16.1%

17.9%

5.4%

7.1%

17.9%

10.7%

1.8%

0.0%

35.7%

22.5%

24.0%

14.0%

7.0%

12.4%

9.3%

5.4%

2.3%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

コストの削減

新規顧客の開拓

既存製品・サービスの高

付加価値化

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

新規製品・サービスの創

出

データに基づく意思決定

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

１～５人(n=185)

全体 製造業 非製造業

58.2%

32.3%

10.8%

10.1%

13.3%

11.4%

8.9%

8.9%

11.4%

1.3%

60.9%

31.0%

13.8%

9.2%

10.3%

8.0%

8.0%

10.3%

13.8%

1.1%

54.9%

33.8%

7.0%

11.3%

16.9%

15.5%

9.9%

7.0%

8.5%

1.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

コストの削減

新規顧客の開拓

既存製品・サービスの高

付加価値化

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

新規製品・サービスの創

出

データに基づく意思決定

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

２１～５０人(n=158)

全体 製造業 非製造業

52.2%

31.1%

20.6%

14.8%

9.6%

9.1%

9.6%

6.7%

7.7%

0.5%

51.0%

26.9%

21.2%

12.5%

5.8%

3.8%

5.8%

5.8%

6.7%

1.0%

53.3%

35.2%

20.0%

17.1%

13.3%

14.3%

13.3%

7.6%

8.6%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

コストの削減

新規顧客の開拓

既存製品・サービスの高

付加価値化

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

新規製品・サービスの創

出

データに基づく意思決定

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

６～２０人(n=209)

全体 製造業 非製造業

61.4%

39.5%

14.0%

18.4%

17.5%

8.8%

7.0%

19.3%

13.2%

0.9%

63.8%

37.7%

7.2%

20.3%

11.6%

5.8%

5.8%

17.4%

10.1%

1.4%

57.8%

42.2%

24.4%

15.6%

26.7%

13.3%

8.9%

22.2%

17.8%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

業務の効率化による生

産性向上

コストの削減

新規顧客の開拓

既存製品・サービスの高

付加価値化

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

新規製品・サービスの創

出

データに基づく意思決定

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

５１人以上(n=114)

全体 製造業 非製造業
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（４）DX（デジタル化含む）に取り組む上での課題（回答数：１，２２３社・複数回答） 

  ○ DX に取り組む上での課題について聞いたところ、全体では「DX を担う人材がいない」

（３８．８％）が最も多く、次いで「何をどう進めていいか分からない」（３５．５％）、

「資金の余裕がない」（３４．０％）の順となった。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DX に取り組む上での課題/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

38.8%

35.5%

34.0%

12.9%

9.6%

4.3%

1.9%

23.6%

42.1%

35.8%

35.4%

14.2%

9.4%

4.4%

2.2%

19.6%

36.3%

35.2%

32.9%

11.9%

9.7%

4.3%

1.6%

26.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

DXを担う人材がいない

何をどう進めていいか分からない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管理の使い勝手が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な連携先が見つからない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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【規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

DX に取り組む上での課題/全体・製造業・非製造業/規模別 

31.2%

37.0%

36.2%

7.5%

8.5%

2.5%

1.7%

30.3%

32.7%

39.5%

37.7%

8.6%

8.0%

2.5%

2.5%

25.9%

30.5%

35.9%

35.6%

7.0%

8.7%

2.5%

1.4%

32.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

DXを担う人材がいない

何をどう進めていいか分からない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管理の使い勝手

が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な連携先が見つ

からない

その他

特になし

１～５人(n=519)

全体

製造業

非製造業

41.1%

40.5%

34.9%

14.8%

12.3%

6.4%

2.0%

18.7%

38.5%

38.5%

41.3%

12.3%

10.6%

5.6%

1.7%

18.4%

43.6%

42.5%

28.5%

17.3%

14.0%

7.3%

2.2%

19.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

DXを担う人材がいない

何をどう進めていいか分からない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管理の使い勝手が

悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な連携先が見つか

らない

その他

特になし

６～２０人(n=358)

全体

製造業

非製造業

46.6%

31.6%

31.6%

15.0%

8.7%

4.4%

2.4%

17.5%

50.9%

36.2%

31.0%

14.7%

9.5%

5.2%

2.6%

13.8%

41.1%

25.6%

32.2%

15.6%

7.8%

3.3%

2.2%

22.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

DXを担う人材がいない

何をどう進めていいか分からない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管理の使い勝手

が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な連携先が見つ

からない

その他

特になし

２１～５０人(n=206)

全体

製造業

非製造業

50.8%

22.3%

26.2%

26.2%

8.5%

5.4%

1.5%

20.0%

55.7%

21.5%

22.8%

29.1%

10.1%

5.1%

2.5%

17.7%

43.1%

23.5%

31.4%

21.6%

5.9%

5.9%

0.0%

23.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

DXを担う人材がいない

何をどう進めていいか分からない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管理の使い勝手が悪

い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な連携先が見つから

ない

その他

特になし

５１人以上(n=130)

全体

製造業

非製造業
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（５）DX（デジタル化含む）に取り組む上で期待する支援（回答数：１，２２９社・複数回答） 

  ○ DX に取り組む上で期待する支援について聞いたところ、全体では「資金繰り・助成」 

  （３６．６％）が最も多く、次いで「先進事例の紹介」（２１．４％）、「人材の育成・供給」 

  （１９．１％）、「相談窓口の充実」（１８．５％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

DX に取り組む上で期待する支援/全体・製造業・非製造業(複数回答) 

36.6%

21.4%

19.1%

18.5%

14.7%

8.6%

6.3%

1.6%

32.6%

38.7%

22.0%

23.4%

20.0%

14.7%

10.4%

5.7%

1.2%

27.5%

35.0%

21.0%

15.8%

17.4%

14.7%

7.2%

6.7%

1.9%

36.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

資金繰り・助成

先進事例の紹介

人材の育成・供給

相談窓口の充実

セミナーの開催

専門家派遣

関心のある企業や支援機関

との連携の場の提供

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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５ 事業の拡大に向けた資金調達の方法について 

 

（１）事業の拡大に向けた資金調達の方法（回答数１，２２７社・複数回答） 

   ○ 利用したことがある、または今後利用したい資金調達の方法について聞いたところ、 

全体では「金融機関の融資」（６９．６％）が最も多く、次いで「行政の補助金・助成金」 

（４５．６％）、「日本政策金融公庫の融資」（３０．０％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ ベンチャーキャピタル（以下「ＶＣ」）とは、将来有望なビジネス等に対して株式取得等

によって資金を提供する企業のこと 

 

 

 

 

 

  

事業の拡大に向けた資金の調達方法/全体・製造業・非製造業（単一回答） 

69.6%

45.6%

30.0%

5.9%

5.9%

1.2%

1.0%

0.7%

5.3%

72.8%

49.7%

34.4%

7.2%

6.3%

1.1%

0.9%

0.7%

3.4%

67.0%

42.3%

26.3%

4.9%

5.5%

1.3%

1.0%

0.6%

6.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

金融機関の融資

行政の補助金・助成金

日本政策金融公庫の融資

親会社・関係会社からの借入

私募債

クラウドファンディング

個人投資家からの出資

ベンチャーキャピタルからの出資

その他

全 体
(n=1227)
製造業
(n=555)
非製造業
(n=672)
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（２）ＶＣ（ベンチャーキャピタル）との関わり（回答数１，１０４社・複数回答）   

   ○ ＶＣとの関わりについて聞いたところ、全体では「接触したことはない」（９３．３％） 

と回答した企業の割合が最も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＶＣとの関わりについて/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

93.3%

1.7%

1.1%

0.9%

0.5%

0.3%

0.1%

3.0%

94.1%

1.2%

1.2%

0.8%

0.8%

0.0%

0.2%

2.5%

92.7%

2.1%

1.0%

1.0%

0.2%

0.5%

0.0%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

接触したことはない

出資を提案されたことがある

VCと話をしたことがある

出資を受けたいと考えている

出資を受けている

出資を受けたことがある

出資を断られたことがある

その他

全 体
(n=1104)
製造業
(n=488)
非製造業
(n=616)



 

- 59 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 
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（３）ＶＣとの交流イベント（回答数７７１社・複数回答） 

   ○ ＶＣとの交流イベントが企画された場合、期待する内容について聞いたところ、全体では

「ＶＣからのビジネス上のアドバイスの機会」（３０．５％）が最も多く、次いで「ＶＣか

らの資金調達に関するセミナー」（２２．６％）、「ＶＣとのマッチングの機会」 

    （２０．５％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＶＣとの交流イベントについて/全体・製造業・非製造業（複数回答） 

30.5%

22.6%

20.5%

35.3%

33.0%

22.2%

22.5%

32.2%

28.4%

22.8%

18.9%

37.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

VCからのビジネス上のアドバイスの機会

VCからの資金調達に関するセミナー

VCとのマッチングの機会

その他

全 体
(n=771)

製造業
(n=342)

非製造業
(n=429)
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（令和５年４～６月期） 

【特別調査 結果一覧】 

１. 新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）新型コロナウイルス感染症の経営への影響  

1 マイナスの影響が続いている 33.2％         

3 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復 22.9%  

5 分からない 17.4%               

（２）影響の内容(複数回答) 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 受注・売上げの減少 85.3%           

３ イベント、商談会の中止・延期 11.3% 

５ 日本人客の減少 5.8%           

７ 外国人客の減少 2.4%       

９ その他 4.2% 

（３）今期(４～６月期)売上げの減少見込み（前年同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 1.6%                  

３ ７０～７９％減 5.3 %               

５ ５０～５９％減  5.3%              

７ ３０～３９％減  8.0%              

９ １０～１９％減 18.4 %             

11 変わらない（前年同期と同じ） 17.0%  

 

          

（４）今期(４～６月期)売上げの減少見込み（４年前同期比） 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ ９０％以上減 1.9%                  

３ ７０～７９％減 7.7 %               

５ ５０～５９％減  10.8%              

７ ３０～３９％減  10.8%              

９ １０～１９％減 17.7 %             

11 変わらない（４年前同期と同じ）4.6%             

 

 

（５）来期（７～９月期）資金繰りへの影響 

 ※（１）で「マイナスの影響が続いている」又は「今後マイナスの影響が出る見込み」と回答した企業 

１ 影響がある 52.2％ ２ 影響はない 26.7％ ３ 分からない 21.1% 

 

 ２ ８０～８９％減 2.2 % 

 ４ ６０～６９％減 3.1 % 

 ６ ４０～４９％減  3.3% 

 ８ ２０～２９％減 7.8 % 

10 １０％未満減 16.6 % 

12 増加する見込み 11.5% 

２ 営業自粛（時間短縮含む） 9.9% 

４ 商品、部品等の仕入れ困難 24.8%  

６ 入金等の遅延 3.6% 

８ 海外拠点等の停止・縮小 0.2% 

２ 今後マイナスの影響が出る見込み 4.1% 

４ マイナスの影響は出ていない 22.4%  

 ２ ８０～８９％減 1.2% 

 ４ ６０～６９％減 6.0 % 

 ６ ４０～４９％減  7.2% 

 ８ ２０～２９％減 15.8 % 

10 １０％未満減 10.8 % 

12 増加する見込み 5.5% 
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

２.  雇用者数の過不足感について                     

（１）現在の雇用者数の過不足感 

1 過剰 4.9% ２ 適正 61.1% ３ 不足 34.0% 

（２）正規社員・非正規社員の課不足感 

（ア）正規社員 1 過剰 4.4% 2 適正 65.2% 3 不足 30.3% 

（イ）非正規社員 1 過剰 4.4% 2 適正 71.5% 3 不足 24.1% 

（3）今後の雇用者数の見込み 

1 増加見込み 19.8% 2 ほぼ増減なし 71.3% 3 減少見込み 8.9% 

（４）今後の従業員給与の見込み 

1 増加見込み 33.2% 2 ほぼ増減なし 60.6% 3 減少見込み 6.2% 

 
 

 

３.  賃上げの実施状況について                     

（１）令和４年４月以降の賃上げの実施状況 

１ 実施した 48.8％ ２ 今後実施する予定又は検討中 13.7% 

３ 実施していない（今後も予定はない） 37.5% 

 

（２）賃上げの内容及び賃上げ率(複数回答) 

 ※（１）で「実施した」又は「今後実施する予定又は検討中」と回答した企業 

１ 定期昇給 59.5% ２ ベースアップ 42.5% 

３ 新卒者の初任給の増額 8.4% ４ 賞与（一時金）の増額 16.3% 

５ その他 10.9% 

 

（３）賃上げを実施した理由(複数回答) 

 ※（１）で「実施した」又は「今後実施する予定又は検討中」と回答した企業 

１ 社員のモチベーション向上、離職防止のため 74.1% ２ 人材の確保のため 41.1% 

３ 他社の動向をみて 13.6% ４ 業績、財務状況が良好であったため 15.8% 

５ 労使間の交渉があったため 3.4%   6 その他 9.8% 

 

（４）賃上げを実施しない理由(複数回答) 

 ※（１）で「実施していない（今後も予定はない）」と回答した企業 

１ 原材料価格が高騰しているため 45.1% ２ エネルギー価格が高騰しているため 31.3% 

３ コスト増加分を十分に価格転嫁できていないため 30.0% ４ 受注の先行きに不安があるため 39.3% 

５ 休日増加など待遇改善を優先したため 8.2% ６ 設備投資を優先するため 3.0% 

７ 財務状況が不安定であるため 47.1% ８ その他 7.8% 
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４.  DX への取組状況について                     

（１）DX への取組状況 

1 取り組んでいる 21.9%               

３ 関心がない 19.6%             

（２）DX（デジタル化含む）に取り組んでいる項目(複数回答)と成果の有無 

 ※（１）で「取り組んでいる」と回答した企業 

               【 取り組んでいる項目】 

１ ホームページ・ＳＮＳなど情報発信 75.5% 

２ ペーパーレス化 66.2% 

３ 顧客管理の一元化 43.4％ 

４ 「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システムの構築・導入 57.2% 

５ 古いシステムやデータベースの改修 45.5% 

６ テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化 42.8％ 

７ ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・ 

  コミュニケーションの効率化 58.3% 

８ キャッシュレス決済による支払サービス向上 43.4% 

９ 予約システムによる利便性向上 29.7% 

10 ｅコマース・オンライン商談など販路拡大 26.2% 

11 ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上 33.4％ 

12 マーケティングによる新規製品・サービスの創出 27.9% 

13 その他 13.4% 

（３）DX により期待する効果(複数回答) 

 ※（１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した企業 

１ 業務の効率化による生産性向上 51.8%      

３ 新規製品・サービスの創出 9.6%        

５ 企業文化や組織マインドの根本的な変革 7.9％  

７ 新規顧客の開拓 17.5％    

９ データに基づく意思決定 9.6％ 

 

（４）DX（デジタル化含む）に取り組む上での課題(複数回答) 

１ 何をどう進めていいか分からない 35.5% 

３ 相談できる窓口がない 9.6% 

５ 資金の余裕がない 34.0% 

７ その他 1.9% 

（５）DX（デジタル化含む）に取り組む上で期待する支援(複数回答) 

１ 相談窓口の充実 18.5% 

３ 先進事例の紹介 21.4% 

５ 人材の育成・供給 19.1% 

７ 資金繰り・助成 36.6% 

９ 特になし 32.6% 

 

 

  

２ 関心はあるが取組に至っていない 31.8% 

４ 分からない 26.6% 

    【成 果】 

有（84.5％）/ 無（15.5％） 

有（79.2％）/ 無（20.8％） 

有（74.2％）/ 無（25.8％） 

有（83.4％）/ 無（16.6％） 

有（80.5％）/ 無（19.5％） 

有（65.8％）/ 無（34.2％） 

有（77.9％）/ 無（22.1％） 

 

有（65.0％）/ 無（35.0％） 

有（31.8％）/ 無（68.2％） 

有（18.4％）/ 無（81.6％） 

有（34.4％）/ 無（65.6％） 

有（25.9％）/ 無（74.1％） 

有（16.7％）/ 無（83.3％） 

２ 既存のシステムやデータ管理の使い勝手が悪い  12.9% 

４ ＤＸを担う人材がいない 38.8% 

６ 他社や研究機関など適切な連携先が見つからない 4.3% 

８ 特になし 23.6% 

 

２ セミナーの開催 14.7% 

４ 専門家の派遣 8.6% 

６ 関心のある企業や支援機関との連携の場の提供 6.3% 

８ その他 1.６% 

２ 既存製品・サービスの高付加価値化 14.5％ 

４ 現在のビジネスモデルの根本的な変革 10.0% 

６ コストの削減 31.3% 

８ 多様な働き方の実現 11.2％ 

10 その他 0.9% 



 

- 63 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和 5 年４～６月期） 

5. 事業の拡大に向けた資金調達の方法について                     

（１）事業の拡大に向けた資金調達の方法(複数回答) 

１ 金融機関の融資 69.6％ ２ 行政の補助金・助成金 45.6% 

３ 日本政策金融公庫の融資 30.0% ４ ベンチャーキャピタルからの出資 0.7% 

５ 個人投資家からの出資 1.0% ６ クラウドファンディング 1.2% 

７ 私募債 5.9% ８ 親会社・関係会社からの借入 5.9% 

９ その他 5.3% 

 

（２）ベンチャーキャピタル（以下「VC」）との関わり(複数回答) 

１ 出資を受けている 0.5% ２ 出資を受けたことがある 0.3% 

３ 出資を受けたいと考えている 0.9% ４ 出資を提案されたことがある 1.7% 

５ 出資を断られたことがある 0.1% ６ VC と話をしたことがある 1.1% 

７ 接触したことはない 93.3% ８ その他 3.0% 

 

（３）VC との交流イベントが企画された場合、期待する内容(複数回答) 

１ VC とのマッチングの機会 20.5% ２ VC からのビジネス上のアドバイスの機会  30.5% 

３ VC からの資金調達に関するセミナー 22.6% ４ その他 35.3% 
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Ⅴ 付表 売上げＤＩ・資金繰りＤＩ・採算ＤＩ・設備投資実施率の推移 

R4. R4. R4. R5. R5. R5.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 20.3 ▲ 29.1 ▲ 8.5 ▲ 27.0 ▲ 14.8 12.2 5.4 ▲ 11.3

▲ 20.8 ▲ 25.2 ▲ 4.6 ▲ 29.3 ▲ 14.4 14.9 6.3 ▲ 9.3

▲ 9.3 ▲ 17.3 19.3 ▲ 36.5 18.9 55.4 28.1 ▲ 7.5

▲ 13.5 ▲ 21.6 ▲ 30.6 ▲ 37.5 ▲ 33.3 4.2 ▲ 19.8 ▲ 16.7

▲ 44.8 ▲ 54.8 ▲ 10.0 ▲ 12.5 ▲ 26.7 ▲ 14.2 18.2 ▲ 20.0

▲ 17.5 ▲ 37.0 21.8 ▲ 42.0 ▲ 12.8 29.2 4.8 ▲ 19.1

▲ 48.8 ▲ 36.0 ▲ 20.0 ▲ 28.2 ▲ 19.1 9.1 29.7 ▲ 29.8

▲ 21.4 ▲ 15.9 0.0 ▲ 28.3 0.0 28.3 21.4 2.3

▲ 14.3 ▲ 10.2 ▲ 12.8 ▲ 43.1 ▲ 19.6 23.5 ▲ 5.3 ▲ 7.8

0.0 ▲ 35.7 ▲ 3.5 ▲ 16.4 ▲ 32.7 ▲ 16.3 ▲ 32.7 ▲ 9.1

▲ 25.4 ▲ 22.7 6.0 ▲ 33.3 ▲ 13.8 19.5 11.5 1.6

▲ 27.1 ▲ 30.8 ▲ 6.6 ▲ 14.3 ▲ 6.7 7.6 20.5 ▲ 1.6

▲ 12.0 ▲ 4.0 ▲ 25.0 ▲ 26.4 1.8 28.2 13.8 ▲ 5.3

▲ 26.2 ▲ 23.7 ▲ 13.3 ▲ 31.7 ▲ 37.3 ▲ 5.6 ▲ 11.1 ▲ 10.2

   非  製  造  業 ▲ 19.9 ▲ 32.1 ▲ 11.5 ▲ 25.3 ▲ 15.1 10.2 4.8 ▲ 12.8

▲ 38.7 ▲ 35.3 ▲ 27.3 ▲ 23.6 ▲ 28.5 ▲ 4.9 10.3 ▲ 21.2

 総合工事業 ▲ 38.2 ▲ 30.5 ▲ 21.1 ▲ 30.8 ▲ 23.6 7.1 14.5 ▲ 27.3

 職別工事業 ▲ 35.5 ▲ 51.0 ▲ 42.0 ▲ 21.8 ▲ 33.3 ▲ 11.5 2.2 ▲ 15.2

 設備工事業 ▲ 42.9 ▲ 26.3 ▲ 20.4 ▲ 18.0 ▲ 29.4 ▲ 11.4 13.4 ▲ 20.0

▲ 21.2 ▲ 35.0 ▲ 16.4 ▲ 23.9 ▲ 23.3 0.6 ▲ 2.1 ▲ 16.7

（卸売業） ▲ 8.8 ▲ 14.6 ▲ 6.6 ▲ 20.8 ▲ 17.9 2.9 ▲ 9.1 ▲ 10.6

 繊維・衣服等 9.1 ▲ 4.8 ▲ 13.3 0.0 ▲ 11.8 ▲ 11.8 ▲ 20.9 ▲ 17.6

 飲食料品 10.7 ▲ 8.3 3.8 ▲ 23.3 3.8 27.2 ▲ 6.9 0.0

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 16.1 ▲ 16.7 7.1 ▲ 25.8 ▲ 20.0 5.8 ▲ 3.9 ▲ 26.7

 機械器具 ▲ 14.8 ▲ 12.0 ▲ 16.0 ▲ 13.6 ▲ 33.3 ▲ 19.7 ▲ 18.5 ▲ 4.2

その他 ▲ 28.6 ▲ 26.7 ▲ 17.9 ▲ 34.6 ▲ 26.9 7.7 1.6 ▲ 3.8

（小売業） ▲ 33.1 ▲ 53.1 ▲ 25.0 ▲ 26.8 ▲ 27.9 ▲ 1.1 5.2 ▲ 21.8

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 39.4 ▲ 66.7 ▲ 22.9 ▲ 34.3 ▲ 21.1 13.2 18.3 ▲ 23.7

 飲食料品 ▲ 16.2 ▲ 56.4 ▲ 23.7 ▲ 18.9 ▲ 30.6 ▲ 11.6 ▲ 14.3 ▲ 22.2

 機械器具 ▲ 48.6 ▲ 34.4 ▲ 38.7 ▲ 27.5 ▲ 38.7 ▲ 11.2 9.9 3.3

 その他 ▲ 29.7 ▲ 52.5 ▲ 16.7 ▲ 26.7 ▲ 23.8 2.9 5.9 ▲ 37.2

2.0 ▲ 56.1 24.3 ▲ 35.1 4.9 40.0 2.9 ▲ 17.1

▲ 5.5 ▲ 34.6 ▲ 3.8 ▲ 7.8 ▲ 5.9 2.0 ▲ 0.4 0.0

▲ 24.6 ▲ 25.9 ▲ 4.1 ▲ 31.0 ▲ 7.3 23.8 17.3 1.8

▲ 27.7 ▲ 40.7 ▲ 20.0 ▲ 22.2 ▲ 7.4 14.8 20.3 ▲ 5.6

▲ 6.3 ▲ 16.0 1.9 ▲ 31.4 ▲ 1.9 29.5 4.4 ▲ 8.9

 専門サービス業 ▲ 31.4 ▲ 8.7 ▲ 23.4 ▲ 22.2 ▲ 31.9 ▲ 9.7 ▲ 0.5 ▲ 21.3

 洗濯・理美容・浴場業 7.0 ▲ 28.6 2.6 ▲ 45.5 8.3 53.8 1.4 ▲ 11.1

 その他生活関連・娯楽業 12.5 ▲ 21.1 28.2 ▲ 21.1 21.6 42.7 9.1 ▲ 8.1

 その他の事業サービス業 ▲ 7.5 ▲ 5.6 5.6 ▲ 35.7 2.7 38.4 10.2 8.1

 運輸業

 電気機械器具　

卸

売

 一般機械器具

 建　設　業

 サービス業

 卸売・小売業

 不動産業

 飲　食　店

 家具・装備品

 プラスチック製品

 輸送用機械器具

小

売

単位：ＤＩ

   製　　造　　業

 食料品製造

 繊維工業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 金属製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 情報サービス業

売上げＤＩの推移

前期比
業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

増　 減

前年
同期比
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R4. R4. R4. R5. R5. R5.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 21.5 ▲ 28.1 ▲ 20.8 ▲ 25.5 ▲ 18.1 7.4 3.4 ▲ 16.6

▲ 24.8 ▲ 29.2 ▲ 20.3 ▲ 26.6 ▲ 21.7 5.0 3.1 ▲ 17.9

▲ 23.6 ▲ 33.3 ▲ 14.8 ▲ 31.3 ▲ 5.8 25.5 17.9 ▲ 17.6

▲ 22.9 ▲ 29.7 ▲ 31.4 ▲ 45.2 ▲ 37.1 8.0 ▲ 14.3 ▲ 22.9

▲ 29.6 ▲ 54.8 ▲ 31.0 ▲ 13.8 ▲ 31.0 ▲ 17.2 ▲ 1.4 ▲ 16.7

▲ 32.1 ▲ 37.7 ▲ 9.1 ▲ 36.7 ▲ 35.6 1.2 ▲ 3.4 ▲ 22.2

▲ 39.0 ▲ 40.8 ▲ 41.9 ▲ 37.8 ▲ 40.0 ▲ 2.2 ▲ 1.0 ▲ 31.8

▲ 21.1 ▲ 4.7 ▲ 16.3 ▲ 27.3 0.0 27.3 21.1 ▲ 4.9

▲ 19.6 ▲ 23.4 ▲ 17.4 ▲ 30.0 ▲ 19.6 10.4 ▲ 0.0 ▲ 19.6

▲ 22.6 ▲ 27.3 ▲ 20.4 ▲ 15.0 ▲ 23.6 ▲ 8.6 ▲ 1.0 ▲ 20.0

▲ 23.8 ▲ 22.7 ▲ 13.8 ▲ 25.0 ▲ 6.3 18.7 17.5 ▲ 9.2

▲ 28.8 ▲ 36.0 ▲ 22.0 ▲ 17.0 ▲ 30.6 ▲ 13.7 ▲ 1.8 ▲ 17.7

▲ 22.0 ▲ 20.4 ▲ 17.0 ▲ 27.5 ▲ 21.4 6.0 0.6 ▲ 14.3

▲ 16.1 ▲ 27.8 ▲ 21.4 ▲ 22.4 ▲ 19.3 3.1 ▲ 3.2 ▲ 21.1

   非  製  造  業 ▲ 19.1 ▲ 27.2 ▲ 21.2 ▲ 24.6 ▲ 15.3 9.3 3.8 ▲ 15.5

▲ 27.9 ▲ 28.8 ▲ 27.2 ▲ 23.7 ▲ 28.6 ▲ 4.9 ▲ 0.7 ▲ 26.7

 総合工事業 ▲ 23.6 ▲ 27.3 ▲ 25.0 ▲ 23.5 ▲ 32.7 ▲ 9.2 ▲ 9.1 ▲ 32.7

 職別工事業 ▲ 39.7 ▲ 43.8 ▲ 43.8 ▲ 32.1 ▲ 27.9 4.2 11.7 ▲ 20.9

 設備工事業 ▲ 19.2 ▲ 17.5 ▲ 13.7 ▲ 14.6 ▲ 24.5 ▲ 9.9 ▲ 5.3 ▲ 25.0

▲ 21.6 ▲ 28.5 ▲ 24.6 ▲ 20.8 ▲ 12.5 8.3 9.1 ▲ 14.2

（卸売業） ▲ 15.2 ▲ 16.7 ▲ 24.3 ▲ 12.0 ▲ 6.6 5.4 8.5 ▲ 8.3

 繊維・衣服等 ▲ 28.6 ▲ 22.2 ▲ 33.3 ▲ 5.0 ▲ 37.5 ▲ 32.5 ▲ 8.9 ▲ 43.8

 飲食料品 ▲ 11.1 ▲ 12.5 ▲ 20.0 ▲ 13.3 8.0 21.3 19.1 12.5

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 16.1 ▲ 22.2 ▲ 19.2 ▲ 13.8 ▲ 6.7 7.1 9.5 ▲ 6.7

 機械器具 ▲ 11.5 0.0 ▲ 29.2 ▲ 9.1 4.2 13.3 15.7 8.3

 その他 ▲ 11.1 ▲ 25.9 ▲ 25.0 ▲ 16.7 ▲ 11.5 5.1 ▲ 0.4 ▲ 23.1

（小売業） ▲ 28.0 ▲ 38.6 ▲ 24.8 ▲ 28.6 ▲ 17.5 11.1 10.5 ▲ 19.3

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 33.3 ▲ 53.1 ▲ 33.3 ▲ 44.1 ▲ 13.5 30.6 19.8 ▲ 13.9

 飲食料品 ▲ 9.1 ▲ 50.0 ▲ 19.4 ▲ 18.9 ▲ 30.3 ▲ 11.4 ▲ 21.2 ▲ 21.9

 機械器具 ▲ 39.4 ▲ 21.9 ▲ 28.6 ▲ 30.8 ▲ 16.7 14.1 22.7 ▲ 10.3

 その他 ▲ 30.6 ▲ 30.0 ▲ 19.4 ▲ 20.0 ▲ 11.6 8.4 18.9 ▲ 27.9

▲ 18.0 ▲ 52.5 ▲ 21.6 ▲ 44.1 ▲ 18.4 25.7 ▲ 0.4 ▲ 23.1

3.7 ▲ 17.3 ▲ 7.7 ▲ 8.2 ▲ 3.9 4.2 ▲ 7.6 ▲ 7.8

▲ 27.6 ▲ 23.7 ▲ 21.3 ▲ 33.3 ▲ 16.7 16.7 10.9 ▲ 12.0

▲ 11.6 ▲ 25.5 ▲ 20.5 ▲ 17.3 ▲ 15.7 1.6 ▲ 4.1 ▲ 6.1

▲ 13.4 ▲ 22.2 ▲ 14.4 ▲ 31.7 ▲ 9.8 21.9 3.6 ▲ 11.7

 専門サービス業 ▲ 22.0 ▲ 13.0 ▲ 13.0 ▲ 16.3 ▲ 10.9 5.4 11.1 ▲ 15.2

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 7.1 ▲ 41.5 ▲ 28.9 ▲ 57.8 ▲ 8.6 49.2 ▲ 1.4 ▲ 17.1

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 4.9 ▲ 18.9 ▲ 8.3 ▲ 16.2 2.9 19.1 7.7 ▲ 2.8

 その他の事業サービス業 ▲ 17.9 ▲ 14.7 ▲ 6.1 ▲ 33.3 ▲ 21.6 11.7 ▲ 3.7 ▲ 10.8

 情報サービス業

 不動産業

   製　　造　　業

小

売

卸

売

 サービス業

 飲　食　店

 卸売・小売業

 鉄鋼業・非鉄金属

 パルプ・紙・紙加工品

 金属製品

 運輸業

 一般機械器具

 輸送用機械器具

 プラスチック製品

 建　設　業

 電気機械器具　

資金繰りＤＩの推移

 化学工業

 食料品製造

 繊維工業

増　 減

 家具・装備品

 全 　 　　　　体

単位：ＤＩ

 印刷業

前期比
前年

同期比

業　　　　　　　種
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R4. R4. R4. R5. R5. R5.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

▲ 35.7 ▲ 40.6 ▲ 30.8 ▲ 36.4 ▲ 26.7 9.7 9.0 ▲ 21.1

▲ 40.2 ▲ 41.7 ▲ 32.5 ▲ 37.6 ▲ 28.4 9.3 11.8 ▲ 21.1

▲ 36.4 ▲ 49.0 ▲ 38.9 ▲ 45.8 ▲ 21.2 24.7 15.2 ▲ 15.7

▲ 45.7 ▲ 48.6 ▲ 54.3 ▲ 58.1 ▲ 40.0 18.1 5.7 ▲ 22.9

▲ 48.1 ▲ 54.8 ▲ 37.9 ▲ 22.2 ▲ 26.7 ▲ 4.4 21.5 ▲ 27.6

▲ 49.1 ▲ 50.9 ▲ 16.4 ▲ 42.9 ▲ 42.2 0.6 6.9 ▲ 35.6

▲ 43.9 ▲ 49.0 ▲ 37.2 ▲ 54.1 ▲ 28.9 25.2 15.0 ▲ 38.6

▲ 34.2 ▲ 25.6 ▲ 48.8 ▲ 41.9 ▲ 10.0 31.9 24.2 ▲ 2.4

▲ 33.3 ▲ 36.2 ▲ 28.3 ▲ 49.0 ▲ 25.5 23.5 7.8 ▲ 23.5

▲ 41.5 ▲ 50.9 ▲ 28.3 ▲ 36.7 ▲ 40.0 ▲ 3.3 1.5 ▲ 21.8

▲ 40.3 ▲ 36.9 ▲ 15.4 ▲ 26.5 ▲ 15.9 10.6 24.4 ▲ 19.0

▲ 42.4 ▲ 40.0 ▲ 27.1 ▲ 24.5 ▲ 34.4 ▲ 9.9 7.9 ▲ 13.3

▲ 34.7 ▲ 30.6 ▲ 48.9 ▲ 39.2 ▲ 19.6 19.6 15.1 ▲ 8.9

▲ 36.1 ▲ 32.7 ▲ 29.1 ▲ 24.1 ▲ 37.5 ▲ 13.4 ▲ 1.4 ▲ 29.8

   非  製  造  業 ▲ 32.4 ▲ 39.8 ▲ 29.4 ▲ 35.5 ▲ 25.4 10.1 7.0 ▲ 21.0

▲ 45.5 ▲ 43.4 ▲ 31.8 ▲ 40.4 ▲ 35.6 4.8 9.8 ▲ 28.8

 総合工事業 ▲ 45.5 ▲ 43.6 ▲ 30.0 ▲ 38.0 ▲ 43.6 ▲ 5.6 1.8 ▲ 34.5

 職別工事業 ▲ 43.1 ▲ 56.3 ▲ 46.8 ▲ 43.4 ▲ 33.3 10.1 9.8 ▲ 23.3

 設備工事業 ▲ 48.1 ▲ 32.1 ▲ 19.6 ▲ 39.6 ▲ 28.6 11.0 19.5 ▲ 27.1

▲ 35.0 ▲ 45.3 ▲ 36.4 ▲ 35.1 ▲ 29.8 5.3 5.2 ▲ 24.2

（卸売業） ▲ 29.0 ▲ 35.3 ▲ 34.2 ▲ 32.3 ▲ 21.7 10.6 7.3 ▲ 17.6

 繊維・衣服等 ▲ 35.0 ▲ 44.4 ▲ 75.0 ▲ 45.0 ▲ 50.0 ▲ 5.0 ▲ 15.0 ▲ 50.0

 飲食料品 ▲ 14.8 ▲ 33.3 ▲ 41.7 ▲ 23.3 ▲ 8.0 15.3 6.8 8.3

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 32.3 ▲ 37.0 ▲ 15.4 ▲ 37.9 ▲ 20.7 17.2 11.6 ▲ 27.6

 機械器具 ▲ 23.1 ▲ 16.7 ▲ 20.8 ▲ 22.7 ▲ 8.3 14.4 14.7 ▲ 4.2

 その他 ▲ 40.7 ▲ 46.2 ▲ 39.3 ▲ 34.8 ▲ 30.8 4.0 10.0 ▲ 23.1

（小売業） ▲ 40.9 ▲ 54.0 ▲ 38.3 ▲ 37.7 ▲ 36.6 1.1 4.3 ▲ 29.8

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 36.7 ▲ 51.6 ▲ 34.4 ▲ 47.1 ▲ 35.1 11.9 1.5 ▲ 25.0

 飲食料品 ▲ 18.2 ▲ 63.9 ▲ 38.9 ▲ 33.3 ▲ 34.4 ▲ 1.0 ▲ 16.2 ▲ 28.1

 機械器具 ▲ 54.5 ▲ 34.4 ▲ 55.2 ▲ 30.8 ▲ 41.9 ▲ 11.2 12.6 ▲ 16.7

 その他 ▲ 52.8 ▲ 62.5 ▲ 27.8 ▲ 41.4 ▲ 35.7 5.7 17.1 ▲ 44.2

▲ 40.0 ▲ 60.0 ▲ 33.3 ▲ 58.8 ▲ 31.6 27.2 8.4 ▲ 28.2

▲ 7.4 ▲ 30.8 ▲ 11.8 ▲ 8.2 ▲ 5.9 2.3 1.5 ▲ 5.9

▲ 44.8 ▲ 36.2 ▲ 31.9 ▲ 50.9 ▲ 27.1 23.8 17.7 ▲ 18.0

▲ 18.6 ▲ 31.4 ▲ 27.3 ▲ 21.2 ▲ 16.0 5.2 2.6 ▲ 6.4

▲ 20.4 ▲ 29.1 ▲ 20.4 ▲ 34.0 ▲ 15.7 18.3 4.7 ▲ 16.9

 専門サービス業 ▲ 32.0 ▲ 21.7 ▲ 23.9 ▲ 18.6 ▲ 17.4 1.2 14.6 ▲ 17.4

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 19.5 ▲ 53.7 ▲ 44.7 ▲ 54.5 ▲ 14.3 40.3 5.2 ▲ 28.6

 その他生活関連・娯楽業 2.7 ▲ 24.3 ▲ 5.6 ▲ 22.2 ▲ 5.7 16.5 ▲ 8.4 ▲ 13.9

 その他の事業サービス業 ▲ 28.2 ▲ 14.7 ▲ 3.1 ▲ 38.5 ▲ 24.3 14.1 3.9 ▲ 8.1

 電気機械器具　

 化学工業

 全 　 　　　　体

増　減

業　　　　　　　種

   製　　造　　業

 プラスチック製品

 金属製品

 家具・装備品

 鉄鋼業・非鉄金属

採算ＤＩの推移

前期比

単位：ＤＩ

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 食料品製造

 繊維工業

前年
同期比

 輸送用機械器具

 卸売・小売業

 飲　食　店

 サービス業

 一般機械器具

 建　設　業

卸

売

小

売

 情報サービス業

 不動産業

 運輸業
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（令和５年４～６月期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R4. R4. R4. R５. R５. R５.

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期

（当　期） （見通し）

19.5 20.3 20.8 20.8 19.8 ▲ 1.0 0.2 18.1

22.6 23.5 25.3 24.5 25.0 0.5 2.5 23.5

29.1 32.7 35.1 35.3 44.2 8.9 15.1 36.5

21.6 24.3 16.7 9.1 11.1 2.0 ▲ 10.5 8.6

6.9 12.9 10.0 18.8 19.4 0.6 12.5 22.6

12.7 13.0 18.5 18.0 12.8 ▲ 5.2 0.0 13.3

14.0 16.0 18.2 23.1 25.5 2.5 11.6 10.6

41.5 36.4 32.6 28.3 30.2 2.0 ▲ 11.2 31.0

20.4 24.5 27.7 32.0 27.5 ▲ 4.5 7.0 27.5

37.0 26.8 35.1 29.5 33.3 3.8 ▲ 3.7 40.4

19.1 21.2 26.9 17.6 18.8 1.1 ▲ 0.4 16.9

16.9 17.6 18.0 16.1 17.7 1.7 0.8 25.8

40.0 40.0 39.6 38.5 38.6 0.1 ▲ 1.4 26.8

11.1 16.9 18.3 23.0 16.9 ▲ 6.0 5.8 17.5

   非  製  造  業 17.4 17.9 17.2 18.0 15.7 ▲ 2.3 ▲ 1.7 14.0

11.6 12.7 13.7 16.1 12.7 ▲ 3.5 1.1 11.3

 総合工事業 12.5 19.0 21.1 17.6 11.3 ▲ 6.3 ▲ 1.2 14.8

 職別工事業 9.8 2.0 2.1 9.3 8.7 ▲ 0.6 ▲ 1.1 8.7

 設備工事業 12.5 15.8 16.1 22.0 17.6 ▲ 4.4 5.1 9.8

14.9 12.1 11.7 14.7 11.2 ▲ 3.5 ▲ 3.7 14.6

（卸売業） 14.2 10.0 13.1 20.0 11.7 ▲ 8.3 ▲ 2.5 18.0

 繊維・衣服等 4.5 4.8 6.7 19.0 7.1 ▲ 11.9 2.6 12.5

 飲食料品 22.2 20.8 26.9 26.7 7.7 ▲ 19.0 ▲ 14.5 30.8

 建築材料、鉱物・金属材料等 13.3 10.0 14.3 19.4 19.4 0.0 6.0 16.1

 機械器具 14.8 4.0 8.0 22.7 12.5 ▲ 10.2 ▲ 2.3 16.7

 その他 14.3 10.0 7.1 11.5 8.0 ▲ 3.5 ▲ 6.3 12.0

（小売業） 15.5 14.1 10.5 9.8 10.8 1.0 ▲ 4.7 11.6

 織物・衣服・身の回り品 3.0 2.9 11.1 5.9 2.6 ▲ 3.3 ▲ 0.4 2.7

 飲食料品 13.5 18.9 13.2 7.9 11.4 3.5 ▲ 2.1 5.7

 機械器具 20.6 20.0 9.4 17.1 18.8 1.7 ▲ 1.8 22.6

 その他 23.7 15.0 8.1 6.7 11.6 5.0 ▲ 12.1 16.3

29.4 28.2 23.7 13.5 22.0 8.4 ▲ 7.5 12.2

10.9 15.4 17.3 21.6 16.0 ▲ 5.6 5.1 11.8

39.3 26.7 42.0 39.7 27.3 ▲ 12.4 ▲ 12.1 21.8

8.5 20.4 11.4 11.1 7.4 ▲ 3.7 ▲ 1.1 11.5

20.3 27.3 22.2 19.8 23.4 3.6 3.0 14.9

 専門サービス業 19.6 19.6 21.7 15.9 26.1 10.2 6.5 12.8

 洗濯・理美容・浴場業 20.5 38.1 23.7 22.2 20.0 ▲ 2.2 ▲ 0.5 16.7

 その他生活関連・娯楽業 23.3 28.9 25.6 21.6 27.0 5.4 3.8 22.2

 その他の事業サービス業 17.9 22.9 17.1 19.5 19.4 ▲ 0.1 1.5 8.6

 サービス業

 建　設　業

 卸売・小売業

卸

売

小

売

 飲　食　店

 情報サービス業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 プラスチック製品

 運輸業

 不動産業

 鉄鋼業・非鉄金属

 化学工業

 金属製品

 電気機械器具　

 輸送用機械器具

 一般機械器具

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

 繊維工業

 家具・装備品

設備投資の実施率

　単位：％

業　　　　　　　種
増　減

 全 　 　　　　体

前年
同期比
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埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

【売上げＤＩの推移(平成２２年１０月～)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【資金繰りＤＩの推移(平成２２年１０月～)】 
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の
推
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対
前
年
同
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増
減（
全
体
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全 体
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非製造業
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対前年同期増減（全体）

全 体

非製造業
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当
期
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見
通
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対前年同期増減（全体） ＜当期資金繰りＤＩ＞

全体 ▲１８.１
製造業 ▲２１.７
非製造業 ▲１５.３

（
見
通
し
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（
当
期
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（令和５年４～６月期） 

採算ＤＩの推移(平成２２年１０月～)】 
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前
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同
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全
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＜当期採算ＤＩ＞
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（
当
期
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（
見
通
し
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（令和５年４～６月期） 

 参 考 アンケート調査票        
  

問１

問２

問３

問４

問５

問６

 ４ マイナスの影響は出ていない→問７へ

 ９ その他（　　　　　　　　　　　　　）

 １  ９０％以上減　  ３  ７０～７９％減　

 ７  ３０～３９％減

10  １０％未満減

 １  ９０％以上減　  ３  ７０～７９％減　

 ７  ３０～３９％減

10  １０％未満減

問７

(ア)正規社員 １　過剰 ２　適正 ３　不足

(イ)非正規社員 １　過剰 ２　適正 ３　不足

(3) 今後の雇用者数の見込みは…  １ 増加見込み  ２ ほぼ増減なし  ３ 減少見込み

(4) 今後の従業員給与の見込みは…  １ 増加見込み  ２ ほぼ増減なし  ３ 減少見込み

雇用者数の過不足感についてお聞きします。

(1) 現在の雇用者数の過不足感は…  １ 過剰  ２ 適正  ３ 不足

(2)正規社員・非正規社員の
　　　　　　　　　　　過不足感は…

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(5)現在の状況が続いた場合、来７～９月
期の資金繰りに影響はあるか

 １ 影響がある  ２ 影響はない

 ３ 分からない

(4)今期４～６月期の売上げは４年前
同期(2019年４～６月期)と比べてどの
程度になる見込みか

 ２  ８０～８９％減

 ４  ６０～６９％減  ５  ５０～５９％減  ６  ４０～４９％減

 ８  ２０～２９％減  ９  １０～１９％減

11  変わらない(４年前同期と同じ) 12  増加する見込み

 ６  ４０～４９％減

 ８  ２０～２９％減  ９  １０～１９％減

11  変わらない（前年同期と同じ） 12  増加する見込み

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

 ８ 海外拠点等の停止・縮小

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(3)今期４～６月期の売上げは前年同
期(2022年４～６月期)と比べてどの程
度になる見込みか

 ２  ８０～８９％減

 ４  ６０～６９％減  ５  ５０～５９％減

↓問６(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(2)影響の内容について（見込み含
む）
　【複数回答可】

 １ 受注・売上げの減少  ２ 営業自粛（時間短縮含む）  ３ イベント、商談会の中止・延期

 ４ 商品、部品等の仕入れ困難  ５ 日本人客の減少  ６ 入金等の遅延

 ７ 外国人客の減少

(2) 来７～９月期の景気見通しは…  １ 良い方向に向かう  ２ どちらともいえない  ３ 悪い方向に向かう

新型コロナウイルス感染症の影響についてお聞きします。

(1)新型コロナウイルス感染症の経営
への影響

 １ マイナスの影響が続いている  ２ 今後マイナスの影響が出る見込み

 ３ 影響はあったが、既にコロナ前の水準に回復→問７へ

 ５ 分からない→問７へ

貴社の業界の「景気」について、経営者の方のご意見をお聞かせください。

(1) 今４～６月期の景気水準は…  １ 好況である  ２ 普通である  ３ 不況である

　　　　目的は…  ４ 研究・開発  ５ 環境保全対策  ６ 他社 （他店） との差別化

　【複数回答可】  ７ 多角化  ８ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　【複数回答可】  ５ 車輌・運搬具  ６ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(3) 投資する  １ 更新、維持・補修  ２ 生産・販売能力の拡大  ３ 合理化・省力化

【設備投資を 「１ 実施する」 と回答された方のみにお聞きします。】

(2) 投資する  １ 土地  ２ 建物 （工場・店舗等を含む）

　　　　内容は…  ３ 生産・販売設備 （建設機械を含む）  ４ 情報化機器

　【複数回答可】  ７ 多角化  ８ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

貴社の来７～９月期の設備投資計画についてお聞きします。 

(1) 設備投資を…  １ 実施する  ２ 実施しない

(3) 投資した  １ 更新、維持・補修  ２ 生産・販売能力の拡大  ３ 合理化・省力化

　　　　目的は…  ４ 研究・開発  ５ 環境保全対策  ６  他社 （他店） との差別化

　　　　内容は…  ３ 生産・販売設備 （建設機械を含む）  ４ 情報化機器

　【複数回答可】  ５ 車輌・運搬具  ６ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(1) 設備投資を…  １ 実施した  ２ 実施しなかった

【設備投資を 「１ 実施した」 と回答された方のみにお聞きします。】

(2) 投資した  １ 土地  ２ 建物 （工場・店舗等を含む）

(3) 採算は　…  １ 良くなる  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなる

貴社の今４～６月期の設備投資実績（見込み）についてお聞きします。 

(1) 売上高は…  １ 増える  ２ ほとんど変わらない  ３ 減る

(2) 資金繰は…  １ 良くなる  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなる

(3) 採算は　…  １ 良くなった  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなった

貴社の来７～９月期の経営見通しは、今４～６月期と比較していかがですか。

(1) 売上高は…  １ 増えた  ２ ほとんど変わらない  ３ 減った

(2) 資金繰は…  １ 良くなった  ２ ほとんど変わらない  ３ 悪くなった

埼玉県四半期経営動向調査（令和5年4～6月期） 調査日6月1日時点
※ 該当する番号・記号に○を付けてください。　

貴社の今４～６月期の経営実績（見込み）は、前１～３月期と比較していかがでしたか。

裏面へ続きます



- 71 - 
 

埼玉県四半期経営動向調査 

（令和５年４～６月期） 

 
続きです

問８

 ４ 受注の先行きに不安があるため

 ６ 設備投資を優先するため

問９

無

 ２ ペーパーレス化 無

 ３ 顧客管理の一元化 無

 ４ 「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システムの構築・導入 無

 ５ 古いシステムやデータベースの改修 無

無

無

無

無

無

無

無

無

問１０

 １  金融機関の融資  ３  日本政策金融公庫の融資

 ７  私募債

 １  出資を受けている  ３  出資を受けたいと考えている

【貴社の従業員数を教えてください】

正社員数は…

（調査結果は県ホームページにも掲載します。【埼玉県四半期経営動向調査】　https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html　）

↓問８(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(3)賃上げを行った理由
　【複数回答可】

 １ 社員のモチベーション向上、離職防止のため  ２ 人材の確保のため

 ３ 他社の動向をみて  ４ 業績、財務状況が良好であったため

 ５ 労使間の交渉があったため  ６ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(3)VCとの交流ｲﾍﾞﾝﾄが企画された場合、
期待する内容【複数回答可】

 １ VCとのマッチングの機会  ２ VCからのビジネス上のアドバイスの機会

※ベンチャーキャピタル（以下「ＶＣ」）とは、将来有望なビジネスに対して株式取得等によって資金を提供する企業のこと

      ※調査結果の送付を希望しますか（○で囲んでください）→ １　希望する ２　希望しない

 エ　５１人以上

 ８  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　◎6月2日（金）までに投函をお願いします。ご協力ありがとうございました。

(2)VCとの関わりについて
【複数回答可】

 ２　出資を受けたことがある

 ４  出資を提案されたことがある  ５  出資を断られたことがある  ６  VCと話をしたことがある

 ７  接触したことはない

 ア　１～５人  イ　６～２０人  ウ　２１～５０人

 ３ VCからの資金調達に関するセミナー  ４ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業の拡大に向けた資金調達の方法についてお聞きします

(1)利用したことがある、又は今後利
用したい資金調達の方法について
【複数回答可】

 ２  行政の補助金・助成金

 ４  ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ（※）からの出資  ５  個人投資家からの出資  ６  クラウドファンディング

 ８  親会社・関係会社からの借入  ９  その他（　　　　　　　　　　　）

【全ての方】
(5)ＤＸ（デジタル化を含む）に取り組む
上で期待する支援
　【複数回答可】

 １ 相談窓口の充実  ２ セミナーの開催

 ３ 先進事例の紹介  ４ 専門家派遣

 ５ 人材の育成・供給  ６ 関心のある企業や支援機関との連携の場の提供

 ７ 資金繰り・助成  ８ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ９ 特になし

【全ての方】
(4)ＤＸ（デジタル化を含む）に取り組む
上での課題
　【複数回答可】

 １ 何をどう進めていいか分からない  ２ 既存のシステムやデータ管理の使い勝手が悪い

 ３ 相談できる窓口がない  ４　ＤＸを担う人材がいない

 ５ 資金の余裕がない  ６　他社や研究機関など適切な連携先が見つからない

 ７ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）  ８ 特になし

 ５ 企業文化や組織マインドの根本的な変革  ６ コストの削減

 ７ 新規顧客の開拓  ８ 多様な働き方の実現 

 ９ データに基づく意思決定  10 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 12 マーケティングによる新規製品・サービスの創出 有

 13 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 有

↓問９(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(3)ＤＸにより期待する効果
　【複数回答可】

 １ 業務の効率化による生産性向上  ２ 既存製品・サービスの高付加価値化

 ３ 新規製品・サービスの創出  ４ 現在のビジネスモデルの根本的な変革

 ９ 予約システムによる利便性向上 有

 10 ｅコマース・オンライン商談など販路拡大 有

 11 ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど生産性向上 有

 ６ テレワーク、クラウドサービスなど業務効率化 有

 ７ ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーションの効率化 有

 ８ キャッシュレス決済による支払サービス向上 有

↓問９(1)で１を選んだ企業のみご回答ください。取組項目の番号に○をつけ、成果「有」又は「無」に○をつけてください。

(2)ＤＸ（デジタル化を含む。）に取り組
んでいる項目と成果の有無
【複数回答可】

【取組項目】 【成果】

 １ ホームページ・ＳＮＳなど情報発信　 有

有

有

有

有

ＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)への取組状況についてお聞きします。

※ＤＸとは…データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、
　　　　　　　 業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

【全ての方】
(1)DXへの取組状況

 １ 取り組んでいる→問９(2)(3)へ  ２ 関心はあるが取組に至っていない→問９(3)へ

 ３ 関心がない→問９(4)へ  ４ 分からない→問９(4)へ

↓問８(1)で３を選んだ企業のみご回答ください

(4)賃上げを実施しない理由
　　【複数回答可】

 １ 原材料価格が高騰しているため  ２ エネルギー価格が高騰しているため

 ３ コスト増加分を十分に価格転嫁できていないため

 ５ 休日増加など待遇改善を優先したため

 ７ 財務状況が不安定であるため  ８ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

↓問８(1)で１又は２を選んだ企業のみご回答ください

(2)賃上げの内容は何か。また賃上げ
率はどの程度か
　【複数回答可】

 １ 定期昇給（　　　　　　　　　　％）  ２ ベースアップ（　　　　　　　　　　％）

 ３ 新卒者の初任給の増額（　　　　　　　　　　％）  ４ 賞与（一時金）の増額（　　　　　　　　　　％）

 ５ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　（　　　　　　　　　　％）

令和４年４月以降の賃上げの実施状況についてお聞きします

(1)令和４年４月以降の賃上げの実施
状況について

 １ 実施した→問８(2)(3)へ

 ３ 実施していない（今後も予定はない）→問８(4)へ

 ２ 今後実施する予定又は検討中→問8(2)(3)へ
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アンケート調査対象業種 第13回改訂日本標準産業分類（H25.10改訂）

電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)、

電気機械器具製造業(29)、情報通信機械器具製造業(30)

はん用機械器具製造業(25)、生産用機械器具製造業(26)、

業務用機械器具製造業(27)

その他の生活関連サービス業(79)、娯楽業(80)

サ
ー

ビ

ス
業

飲食料品小売業(58)

機械器具小売業(59)

その他の事業サービス業(92)

小

売

業

アンケート調査対象業種と日本標準産業分類の対応

道路貨物運送業(44)

不動産取引業(68)

専門サービス業(72)

洗濯・理容・美容・浴場業(78)

その他の小売業(60)

繊維・衣服等卸売業(51)

飲食料品卸売業(52)

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

機械器具卸売業(54)

飲食店(76)

情報サービス業(39)

建

設

業

卸

売

業

製

造

業

非

製

造

業

化学工業(16)

その他の卸売業(55)

織物・衣服・身の回り品小売業(57)

輸送用機械器具製造業(31)

総合工事業(06)

職別工事業(07)

設備工事業(08)

食料品製造業(09)

繊維工業(11)

専門サービス業

洗濯・理美容・浴場業

機械器具

その他

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

家具・装備品製造業(13)

パルプ・紙・紙加工品製造業(14)

印刷・同関連業(15)

プラスチック製品製造業(18)

鉄鋼業(22)、非鉄金属製造業(23)

金属製品製造業(24)

その他

繊維・衣服等

飲食料品

その他の事業サービス業　

　飲 食 店

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

その他の生活関連・娯楽業

総合工事業

職別工事業

設備工事業

電気機械器具

輸送用機械器具

プラスチック製品

化学工業

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

一般機械器具

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業
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